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第１章 総則 

福井市下水道管路施設包括的維持管理業務委託（以下、「本業務」という）は、福井市上

下水道局（以下、「本市」という）が所管する下水道管路施設及び貯留施設の維持管理業務

を一括して委託することで、受注者の有するノウハウ及び創意工夫等を活用し、下水道管路

施設の機能を適切に維持するとともに、業務の効率化及び品質の向上を図ることを目的と

する。 

 

１.１. 適用範囲・業務概要 

１） 本仕様書は、本市が発注する本業務に適用する。受注者は、本仕様書に従い、誠実か

つ安全に業務を履行しなければならない。 

２） 本業務の履行にあたっての一般的事項は、福井市土木工事共通仕様書（令和８年７

月）及び福井市土木設計業務等共通仕様書（令和７年７月）に準拠する。 

３） 対象となる業務委託場所は、福井市公共下水道事業整備区域（単独公共下水道・流

域関連公共下水道・特定環境保全公共下水道）であり、管きょ、人孔、取付管、汚水

ます、これらに付帯する下水道管路施設及び貯留施設並びに管理地（以降、下水道

管路施設等という）を対象とする。 

４） 受注者は、本業務の履行状況を自ら確認（以下「セルフモニタリング」という。）し、

これを確実に実施しなければならない。 

５） 本仕様書に疑義が生じた場合は、本市と受注者との協議により決定する。 

６） 本業務は、「ウィークリースタンス実施要領」に基づく対象業務とする。実施にあた

っては、「ウィークリースタンス実施要領」に基づき行うこと。なお、緊急時におい

てはこの限りではなく、受発注者が協力して臨機の対応を行うものとする。 

 

１.２. 履行期間 

本業務における期間の定めについては次のとおりとする。 

１） 業務準備期間 基本協定締結日から令和９年３月３１日まで 

２） 業務履行期間 令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで（２年間） 

３） 業務引継期間 令和１１年１月１５日から令和１１年３月３１日まで 

 

１.３. 用語の定義 

本仕様書に使用する用語の定義は、次の各号に定めるところによる。なお、その他の用語

については、発注者と受注者が協議により定めるものとする。 

１） 「本施設」とは、本仕様書において定められた本業務の対象施設及び本業務に係る

協定又は契約を締結した後、受発注者間での協議により本業務の対象として追加さ
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れた施設をいう。 

２） 「本契約」とは、本業務に関する統括管理業務委託契約、計画的維持管理業務委託

契約及び日常的維持管理業務委託契約の総称又はいずれかをいう。 

３） 「各業務」とは、本仕様書で示されている業務の区分となる統括管理業務、計画的

維持管理業務及び日常的維持管理業務に関するそれぞれの業務又は作業等をいう。 

４） 「発注者」とは、福井市財務会計規則（昭和３９年５月１５日規則第１１号。（以下

「財務会計規則」という。）第２条第１０号で規定された者をいう。 

５） 「受注者」とは、本業務の履行に関し、発注者と業務契約を締結した者をいう。 

６） 「監督職員」とは、契約図書に基づき、発注者の立場で受注者に対して指示、承諾、

協議を行う者のことをいう。 

７） 「検査職員」とは、各業務の完成検査、完了検査及び指定部分に係る検査に当たっ

て、検査を行う者をいう。 

８） 「指示」とは、監督職員が受注者に対し、本業務の履行上必要な事項について書面

をもって示し実施させることをいう。 

９） 「承諾」とは、本業務の履行上必要な事項について、受注者の発議により、受注者が

監督職員に報告し、監督職員が同意することをいう。 

１０） 「協議」とは、監督職員と受注者が対等の立場で合議することをいう。 

１１） 「提出」とは、監督職員が受注者に対し又は受注者が監督職員に対し、本業務に係

る書面又はその他の資料等（電磁的記録等を含む。）を説明し、差し出すことをいう。 

１２） 「報告」とは、受注者が監督職員に対し、本業務の状況又は結果について書面等（電

磁的記録等を含む。）により説明し、知らせることをいう。 

１３） 「連絡」とは、監督職員と受注者の間で、本業務に関し伝達すべき事項について、口

頭、電子メール、ファクシミリなどにより互いに知らせることをいう。なお、後日書

面による連絡内容の伝達は不要とする。 

１４） 「補修」とは、老朽化した下水道管路施設等又は損傷した下水道管路施設等を対象

とし、当該下水道管路施設等の所定の耐用年数内において機能を維持させるために

行われるものをいう。 

１５） 「修繕」とは、老朽化した下水道管路施設等又は損傷した下水道管路施設等を対象

として、当該下水道管路施設等の一部の再建設又は取替えを行うことをいう。 

１６） 「改築」とは、老朽化した下水道管路施設等又は損傷した下水道管路施設等を対象

として、当該下水道管路施設等の全部又は一部の再建設又は取替えを行うことをい

う。 

１７） 「統括責任者」とは、一元管理（各業務の進捗状況の把握等）・発注者との調整（定

期的な協議や報告等）・不具合対応（緊急時における現場指揮及び対応指示等）・品

質・安全管理（全体の作業工程や安全基準等）の業務遂行・マネジメントを行う者を

いう。 
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１８） 「副統括責任者」とは、統括責任者を補佐し、統括責任者が不在の際の業務執行を

含めて、全ての作業の代行を行う者をいう。 

１９） 「管理技術者」とは、計画的維持管理業務における技術的な統括者をさし、成果品

（報告書、図面データ等）の品質管理、工期内の完了、コスト管理を行う者をいう。 

２０） 「照査技術者」とは、計画的維持管理業務において管理技術者とは別で成果品や業

務報告の内容が発注者の仕様に適合しているかについて客観的確認を行う者をいう。 

２１） 「主任技術者」とは、計画的時管理業務及び日常的維持管理業務において作業計画

書に基づき、実際の作業員が適切に業務を遂行しているかを監督する者をいう。 

２２） 「現場代理人」とは、計画的時管理業務及び日常的維持管理業務において現場作業

における施工上の責任者であり、現場の安全管理、地域住民対応等の責任を担って

いる者をいう。 

２３） 「専門技術者」とは、計画的時管理業務及び日常的維持管理業務において技術的課

題に対し、専門的な判断や検討を行う技術者の者をいう。 

 

１.４. 中立性の堅持 

受注者は、常に中立性を堅持するよう努めなければならない。 

 

１.５. 公益確保の義務 

受注者は、本業務の履行に当たっては公益の安全、環境その他の公益を害することのない

ように努めなければならない。 

 

１.６. 法令等の遵守 

１） 受注者は、本業務を履行するに当たり【別紙１】（遵守法令等）に掲げる法令のほか、

関係する法律、条例、規則その他関連法令等を遵守しなければならない。また、その

遵守のために必要な措置を講じること。 

２） 受注者は、本業務上の調査又は清掃若しくは工事等の実施（以下「作業」という。）

の内容が前一号の諸法令等に照らし、不適当又は矛盾していることが判明した場合

には直ちに監督職員に報告し確認を求めること。 

３） 受注者が本業務に従事させる者及び協力者（以下「従事者」という。）に対する関係

諸法令の運用、適用は、受注者の責任と負担において行わなければならない。なお、

建設業退職金共済制度又はそれに変わる退職金制度及び建設労災補償共済制度に伴

う運用については、受注者の責任において行うこと。 
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１.１２. 証明書の交付 

必要な証明書及び申請書の交付については、受注者の申請によるものとする。 

 

１.１３. 官公署等への手続き 

１） 受注者は、本業務の履行期間中、関係官公署及びその他の関係機関との連絡を保た

なければならない。 

２） 受注者は、本業務の実施に当たり、受注者が行うべき関係官公署及び関係機関への

届出等を受注者の責任と負担において、関係諸法令の定めるところにより行わなけ

ればならない。また、届出等に先立ちその内容を事前に監督職員に報告し承諾を得

なければならない。 

３） 受注者は、関係官公署等との協議を必要とするとき又は協議を受けたときは誠意を

もってこれに当たり、この内容を遅滞なく監督職員に報告しなければならない。 

 

１.１４. 工程管理 

１） 受注者は、あらかじめ提出した全体業務計画書、年次計画書、月次計画書及び施工

計画書等（これらを総称して、以下「計画書」という）に従い、適正な工程管理を行

わなければならない。 

２） 本業務の計画と実績に差異が生じた場合は、監督職員へ報告し、必要な措置を講じ

て、業務の円滑な進捗を図らなければならない。また、この場合においては、すみや

かに計画書を変更し提出しなければならない。 

３） 受注者は、夜間又は休日等に作業を行う必要がある場合は、あらかじめ、その作業

内容及び作業時間について書面にて報告し、作業実施日の２日前までに監督職員の

承諾を得ること。ただし、緊急に作業を実施する必要がある場合は、この限りでな

い。 

 

１.１５. 打合せ等 

１） 受注者は、本業務を適正かつ円滑に実施するため、監督職員と密接な連絡をとり、

必要な段階で打合せを行うものとし、その内容については、その都度、工事（業務）

打合せ記録簿を作成し、監督職員へ提出し相互に確認しなければならない。なお、

連絡は積極的に電子メール等を活用し、電子メールで確認した内容については、必

要に応じて工事(業務)打合せ記録簿を作成するものとする。 

２） 業務の履行に関し、監督職員と受注者との間の日常的な報告又は打合せが必要とな

る場合は、原則として統括責任者を通じて行うこと。なお、監督職員と統括責任者

との間で報告又は打合せを行う場合においては、事前に同席の可否を確認したうえ
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で、監督職員の理解を援助する者の同席を認める。 

３） 監督職員及び受注者は、「ワンデーレスポンス」※に努める。  

※ワンデーレスポンスとは、問合せ等に対して、１日あるいは適切な期限までに対

応することをいう。なお、１日での対応が困難な場合などは、いつまでに対応す

るかを連絡するなど、速やかに何らかの対応をすることをいう。 

 

１.１６. 費用の負担 

１） 本契約締結及び受注者が行う業務の履行に係る検査等に伴う必要な費用は、本仕様

書に明記のないものであっても原則として受注者の負担とする。 

２） 履行期間中の業務事務所の設置及び運営に係る一切の費用は受注者が負担するもの

とする。 

 

１.１７. 地元関係者等との交渉等 

１） 受注者は、作業着手にあたり、３週間前までには作業場所周辺の自治会長へチラシ

により業務内容を説明し、道路使用許可等に必要な通行止めの同意書を得ること。

また、１週間前までには作業場所周辺の自治会長など地元関係者等にお知らせチラ

シ等を配布し、業務内容を説明し、理解と協力を得るとともに、紛争等が生じない

ように努めなければならない。自治会長の連絡先等については監督職員に確認を取

ること。また、特に夜間作業を実施する場合は、従事者の不必要な大声の禁止、建設

機械の騒音の低減等に努めなければならない。 

２） 受注者は、地域住民等から苦情、要望等があったときは、遅滞なく監督職員にその

内容を連絡し、対応等について指示を受けるとともに、誠意を持って対応し、その

結果を速やかに監督職員に報告しなければならない。 

３） 受注者は、いかなる理由があっても、地域住民等から報酬又は手数料等（宅地内排

水設備の点検や清掃を行い、一方的に代金を請求する行為を含む。）を受け取っては

ならない。なお、再委託先等についても、当該の行為について十分指導監督するこ

と。 

４） 再委託先及び従事者等が前号の行為、若しくはこれに類する行為を行ったときは、

受注者がその責任を負うこと。 

 

１.１８. 土地への立入り等 

１） 受注者は、屋外で行う工事及び業務を実施するため国有地又は公有地に立入る場合

は、監督職員及び関係者と十分な協調を保ち、同意を得たうえで、工事及び業務が

円滑に進捗するように努めなければならない。 なお、やむを得ない理由により現地

への立入りが不可能となった場合には、ただちに監督職員に報告し指示を受けなけ
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ればならない。 

２） 受注者は、工事及び業務の実施のため植物伐採、垣、柵等の除去又は土地若しくは

工作物を一時使用する時は、あらかじめ監督職員に報告するものとし、報告を受け

た監督職員は当該土地所有者及び占有者の許可を得るものとする。なお、第三者の

土地への立入りについて、当該土地占有者の許可は、発注者が得るものとするが、

監督職員の指示がある場合は、受注者はこれに協力しなければならない。 

３） 受注者は、工事及び業務の実施のため、やむを得ず私有地へ立ち入る場合は、必ず

所有者に作業内容を説明し、承認を得るものとする。事前調査や作業等の休憩時な

どにおいてもみだりに私有地に立ち入ってはならない。 

４） 受注者は、前項の場合において生じた損失のため必要となる経費の負担については、

設計図書等に示すほかは発注者と協議により定めるものとする。 

 

１.１９. 現地の境界等 

１） 業務実施場所に境界鋲又は杭等があり施工上やむを得ず一時的に撤去する場合、撤

去前に受注者が再委託した土地家屋調査士等資格を有する者と関係者とにおいて立

会し位置等の現況確認を行い、図面等必要な書類を作成し、関係者の承諾を得た後

に着手し、施工後に復旧し確認を受けること。 

２） 前号のほか、掘削等に伴い影響が生じるおそれがある場合は、監督職員や関係者の

立会のもと現況写真及び位置等がわかる写真等を撮影するとともに、控え杭の設置

等の必要な措置を講じること。 

３） 立会時には、日付を明記した黒板等をいれて写真を撮影すること。 

４） 上記事項を怠った場合、受注者の責任において対応すること。 

 

１.２０. 秘密の保持等 

１） 受注者は、本業務の履行上知り得た事項を第三者に漏らしてはならない。 

２） 本業務の実施により得られた資料及び成果の所有は、発注者に帰属するものとし、

受注者は発注者の承諾なくこれらを公表してはならない。 

 

１.２１. 損害賠償及び補償 

１） 受注者は、本施設に損害を与えたときは、直ちに監督職員に報告し、その指示を受

けるとともに、速やかに原状回復しなければならない。この場合において、原状回

復に要する費用は受注者の負担とする。 

２） 受注者は、本業務の実施に当たり、万一、注意義務を怠ったことにより、第三者に損

害を及ぼしたときは、当該第三者に対してその損害を賠償しなければならない。 
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１.２２. 業務事務所等 

受注者は、本業務において、監督職員及び住民等の要請があった場合、その対象場所に概

ね１時間以内（夜間及び休日は２時間以内）に到着できる場所に業務事務所を構えること。

なお、業務事務所の設置に当たっては、労働安全衛生法に基づく事務所衛生基準規則等を遵

守すること。 

 

１.２３. 貸与資料 

１） 監督職員は、各種計画及び過去に行った調査等の成果品を本業務の実施において必

要となる都度、受注者に貸与する。 

２） 受注者は、前号の貸与を受けようとする場合において、監督職員が求めるときは、

事前に受領書等を監督職員に提出し、監督職員の承諾を得なければならない。また、

貸与できる期間や条件については、その都度協議により決定する。 

３） 受注者は、貸与資料を善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。 

４） 受注者は、本業務の履行期間が満了した場合又は本件契約が解除された場合若しく

はその他発注者が必要と認める場合には、直ちに貸与資料を発注者に返還しなけれ

ばならない。また、履行期間中に無断で貸与資料を本業務の実施以外の目的で使用

等してはならない。 

５） 受注者は、故意又は過失により、貸与資料が減失若しくは毀損し、その返還が不可

能となったときは、発注者の指定する期間内に代品を納めるか、あるいは原状に復

して返還し、損害を賠償しなければならない。 

 

１.２４. 資機材の準備 

１） 本業務の履行に必要な資機材は、受注者の責任と負担において準備し、常に点検し、

適正に管理しなければならない。 

２） 車両の配備及びその他受注者が準備すべき資機材は、【別紙８】（準備資機材）を標

準とし、現場条件を踏まえて迅速な対応がとれるよう準備すること。 

 

１.２５. 参考図書 

１） 本業務の履行において参考とする図書は【別紙９】（参考図書）に記載された最新版

図書とする。 

２） 前号以外の図書を準拠する場合は、あらかじめ監督職員の承諾を受けなければなら

ない。 
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第２章 安全管理 

供用されている下水道管路施設の清掃、調査、補修等の維持管理業務において、施設内で

作業を行う場合には、以下に示す各危険性の認識と安全対策が不可欠である。各事項におけ

る作業の危険性を認識した上で、適切な安全管理を行い、業務を行うこと。 

 

２.１. 一般事項 

１） 受注者は、公衆公害、労働災害及び物件損害等の未然防止に努め、労働安全衛生法

（昭和４７年法律第５７号）、酸素欠乏症等防止規則（昭和４７年労働省令第４２号）、

建設工事公衆災害防止対策要綱（国土交通省告示第４９６号）等の定めるところに

従い、その防止に必要な措置を十分講ずること。 

２） 本業務上の作業に当たっては、気象情報及び天気予報に十分注意を払い、局地的大

雨等に関する気象防災速報等が出された際は直ちに作業を中止できる体制とする。

また、大雨や地震等の災害が発生した場合は、直ちに対応できるような対策及び体

制を講じておくこと。 

３） 事故防止を図るための安全管理については、全体業務計画書に明示し、受注者の責

任において実施すること。 

４） 受注者が監督職員の指示に反して作業を継続した場合や監督職員が危険と判断した

場合は、作業の一時中止を命ずることがある。 

５） 本業務は、第二種酸素欠乏危険作業となるため【別紙１０】（安全対策）に示す酸素

欠乏症等防止規則に基づき作業を行うこと。 

 

２.２. 安全教育 

１） 受注者は、本業務に従事する者に対して、定期的に当該業務に関する安全教育を行

い、従事者の安全意識の向上を図ること。 

２） 受注者は、厚生労働省令で定める酸素欠乏・硫化水素危険作業に係る業務について、

特別な教育を行うこと。 

 

２.３. 労働災害防止 

１） 受注者は、現場の作業環境を常に良好な状態に保ち、機械器具その他の設備は常時

点検し、作業に従事する者の安全を図ること。 

２） 孔内又は管きょ内などに出入りし、又はこれらの内部で作業を行う場合は、厚生労

働省令で定める酸素欠乏危険作業主任者の指示に従い、下水道管路管理マニュアル

-２０２３-に基づき作業計画を作成し、作業時には必ず常駐するものとし、酸素欠

乏空気や有毒ガス等の有無を、作業開始前と作業中は常時調査し、換気等事故防止
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に必要な措置を講じること。なお、酸素及び硫化水素等の測定結果は、記録、保存

し、監督職員が提示を求めた場合は、その指示に従うこと。 

３） 孔内又は管きょ内での作業中、酸素欠乏空気や有毒ガス等が発生した場合は、直ち

に必要な措置を講ずるとともに、監督職員及び関係機関に緊急連絡を行い、指示が

あった場合は、その指示により、適切な措置を講ずること。 

４） 資格を必要とする諸機械を取り扱う場合は、必ず有資格者にて行うこと。 

５） 孔内又は管きょ内に立ち入って作業を行う場合は、必ず空気呼吸器・酸素呼吸器、

送気マスク又は避難用小型酸素呼吸器を常備すること。 

６） 孔内又は管きょ内に立ち入って作業を行う場合は、必ず安全帯又は命綱等を装着す

ること。 

 

２.４. 公衆災害防止 

１） 受注者は、作業中は、常時、作業場所周辺の居住者等関係者及び通行人の安全、交通

及び排水等の円滑な処理に努め、現場の保安対策を十分講ずること。 

２） 受注者は、作業場所周辺には、業務内容を明示した標識を設けるとともに、夜間に

は十分な照明及び保安灯を施し、通行人、車両交通等の安全の確保に努めること。 

３） 受注者は、規制区域内には、交通誘導警備員を配置し、車両及び歩行者の通行の誘

導を行うこと。なお、作業区域内に視覚障がい者用誘導ブロックが敷設されている

道路にて作業を行う場合は、必ず仮設の視覚障がい者用誘導ブロックを設置するこ

と。 

４） 交通誘導警備に当たっては、福井県公安委員会が認定する路線で交通誘導警備業務

を行う場合、交通誘導警備業務を行う場所ごとに、交通誘導警備業務の検定合格者

（１級又は２級）を１名以上配置するものとし、作業員との兼務は認めない。 

５） 原則として、交通誘導警備員の配置は、通行止めの場合及び片側交互通行の場合は

２名、幅員減少の場合は１名とする。なお、通学路又は利用者の多い施設付近にお

いては、必要に応じて追加で配置すること。 

６） 道路上において作業を行う場合使用する看板については、路上工事看板設置関連通

達に基づくものを使用すること。 

７） 作業に伴う交通処理及び保安対策は、本仕様書に定めるところによるほか、関係官

公署の指示に従い、適切に行うこと。 

８） 作業実施中は、人孔蓋等をみだりに開放しないこととし、人孔蓋等を開放した場合

は近くに作業員を配置し、一般交通及び歩行者に危険を及ぼさないよう必要な措置

を講じること。 
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２.５. 局地的な大雨等による安全管理 

１） 受注者は、局地的な大雨等による急激な増水による危険性を把握し、現場特性や工

事及び業務等の内容を踏まえ、中止・再開を判断に必要な基準は、下水道管きょ内

工事等安全対策の手引き（案）【国土交通省】（局地的な大雨に対する下水道管きょ

内工事等安全対策検討委員会 平成２０年１０月）」を参考に、人命優先の考え方に

たって定めること。また、管きょ内の増水に備えた安全器具等を、現場特性に応じ

て設置すること。 

２） 受注者は、本業務上の作業を行う日には、作業の開始前に作業関係者全員に対して、

作業内容、作業時間、当日の天気予測、作業場所の水位や流速、退避ルート、退避時

の合図等についてミーティングを実施し、安全管理の内容について周知徹底するこ

と。また、安全器具の設置等も周知徹底させ、安全対策の重要性を認識させるとと

もに、危険予知活動を実施し、活動内容を写真及び書類等により記録すること。 

３） 受注者は、作業の安全管理に万全を期すため、現場特性に応じた作業の中止基準に

ついて、以下を参考とし自らの責任において設定し、雨天時の対応等の安全管理対

策を十分検討した内容を施工計画書に明記し、監督職員に報告すること。 

ア 作業開始前 

イ） 作業場所又は上流域等に、大雨に関する注意報以上の防災気象情報が発令さ

れた場合、作業は行わない。 

ロ） 管きょ内の増水に備え、撤去が迅速に行える安全器具等を、現場特性に応じ

て設置すること。 

ハ） 作業場所又は上流域等に、大雨に関する注意報以上の防災気象情報が発表さ

れているとき、管きょ内水位が急激に増加すると想定される雨が降り始めた

とき、あるいはその他降雨の予兆が確認できるときは作業は行わない。 

ニ） 作業開始前に作業場所の管きょ内の水位や流速を計測した結果、異状が認め

られた場合、作業は行わない。 

ホ） 管きょ内作業従事者及び監視人に対しては、集中豪雨発生時の退避行動や情

報伝達体制等の事前確認を徹底する。 

イ 作業開始後 

イ） 作業場所又は上流域等に、大雨の注意報以上の防災気象情報が発令された場

合、即刻作業を中止し速やかに地上に退避する。 

ロ） 作業場所又は上流域等に、降雨若しくは雷が発生した場合、即刻作業を中止

し速やかに地上に退避する。 

ハ） 管路内の状況に異状があると作業従事者等が判断した場合、即刻作業を中止

し速やかに地上に退避する。 

ニ） 作業中は、作業中止判断に活用するため、雨量データ等のリアルタイム情

報を取得する。  
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２.６. 道路使用許可、道路一時使用届及び道路占用許可 

１） 受注者は、業務実施に当たり道路上において作業を行う場合、原則９時から１７時

までを作業時間とし管轄する警察署の道路使用許可を取得すること。ただし、監督

職員と協議し、現場状況から対応が緊急を要する場合又は現場対応を遅らせること

で市民への影響が甚大になり得ると監督職員が判断する場合、監督職員より警察署

へ連絡し緊急での道路使用許可の申請を行う。なお、緊急時の道路使用許可申請書

は監督職員より連絡のあった緊急番号を記載したものを後日速やかに管轄する警察

署へ必ず申請すること。 

２） 道路を管理する道路管理者に対し道路占用許可等に必要な資料を作成し、監督職員

の確認の上道路管理者に提出し許可を得ること。なお、必要な資料は下記のとおり

とする。 

ア 付近見取図 

位置図(１／５００)Ａ４ 

イ 平面図 

施工箇所が分かるもの 

ウ 構造断面図 

占用物の構造、延長及び道路の復旧範囲、構成が分かるもの 

エ 交通安全対策図 

通行制限区間、交通形態、保安用品設置箇所、通行止めの際は迂回路が分かる

もの 

オ 現況写真 

正面及び側面の全景が分かるもの 

カ 通行止同意書・通行の禁止または制限について 

福井市建設部監理課の指定する書式を使用すること 

キ 通行制限依頼書 

県管理の道路においては福井土木事務所管理課、市管理の道路においては福井

市建設部監理課の指定する書式を使用すること 

ク 道路掘削特別申請理由書（冬季期間用） 

福井市建設部監理課の指定する書式を使用すること 

３） 道路使用許可及び道路占用許可の許可条件を遵守すること。 

４） 道路上で作業を実施する場合は、常時、道路使用許可書を携行するものとする。 

５） 道路占用許可は、許可対象工事等が終了後、月次報告書に合わせて提出すること。 

  



１４ 

２.７. 警察等関係機関との協議 

１） 受注者は、交通規制の解除や交通量の多い交差点等特別な規制を要する場合、監督

職員に事前に確認の上、関係機関に対して安全対策について十分協議を行い、同意

を得るものとする。 

２） 関係機関より条件を付された場合は、速やかに監督職員と協議するものとする。 

 

２.８. 地下埋設物件の事故防止 

１） 受注者は、工事の施工にあたって事前に地下埋設物件の調査を実施し、各施設管理

者と現地立会の上、当該物件の位置及び深さを確認し、保安対策について十分打合

せを行い、作業時には当該物件周辺は手作業にて行うなど事故の発生を防止するこ

と。 

２） 支障物件事前確認書（様式下路－１（市ホームぺージに掲載））を都度作成し、報

告書とともに提出するものとする。 

３） 受注者の責により地下埋設物件に損害を与えた場合は、速やかに発注者、施設管理

者及び関係者に連絡し応急措置をとり、施設管理者の指示の下、対策を行うものと

する。なお、補修等にかかる費用は受注者の負担によるものとする。 

４） 地下埋設物件等で施設管理者不明のものがある場合は、発注者に報告し、その処置

については、道路管理者及び地下埋設物施設管理者に立会を求め、施設管理者を明

確にしなければならない。その結果、未使用の埋設物の処置を受注者が道路管理者

及び施設管理者より依頼を受けた場合には、監督職員に報告し、協議すること。 

 

２.９. 保険 

１） 受注者は、雇用保険法、労働者災害補償保険法、健康保険法及び厚生年金保険法の

規定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険者とするこれらの保険

に加入しなければならない。 

２） 受注者は、本委託の契約後速やかに、本業務の実施に当たり事故等が起こった場合

の賠償責任保険及び法定外の労災保険（清掃及び修繕等の実施に対して、自らの負

担により加入する義務を課す保険）に加入していることが確認できる証券等の写し

を発注者に提出すること。 

３） 火災保険などその他の保険を付したとき、又は、任意にこの契約の履行に関する保

険を付しているときは、当該保険に係る証券等の写し又はこれに代わるものを直ち

に発注者に提出すること。 
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２.１０. その他 

１） 受注者は、作業に当たって、下水道管路施設又はガス管等の付近では、絶対に火気

を使用しないこと。 

２） 万一、本業務に関係する事故が発生したときは、全体業務計画書に示す緊急連絡体

制に従い、直ちに発注者及び関係官公署に報告するとともに、速やかに必要な措置

を講ずること。 

３） 受注者は、前号の報告後、直ちに事故の原因、経過及び被害内容を調査の上、その結

果及び改善策を書面により発注者に提出すること。 

４） 道路管理者及び各地下埋設物件の施設管理者と連携を行いながら、業務を実施する

こと。 
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第３章 業務仕様書 

本業務の業務仕様書は、受注者が行う本件各業務の仕様を示すものである。 

本章に示す内容は、本業務を履行するに当たり特記すべき留意点を整理したものであり、

受注者はこれを遵守すること。なお、各業務の仕様は、第４章 維持管理業務に規定するそ

れぞれの内容を満足するよう適切に履行するものとする。 

 

３.１. 共通 

１） 受注者は、作業に当たり、騒音規制法（昭和４３年法律第９８号）、振動規制法

（昭和５１年法律第６４号）及び発注者の公害防止条例（昭和４８年条例第１号）

等の公害防止関係法令に定める規制基準を遵守するために必要な措置を講ずるこ

と。 

２） 統括責任者は、本業務の履行に関する代表責任者として、各業務の管理及び統括を

行うものとし、本契約に関する契約書その他の関係書類により、業務の目的、内容

を十分理解し、全ての業務を統括することにより、業務の適正かつ円滑な履行を図

ること。統括責任者は、必ずしも業務事務所に常駐する必要はないが、業務時間に

おいては、発注者と円滑に連絡が取れる体制を構築すること。統括管理等の詳細は

４.２.２ 統括マネジメント業務に示すもののほか、発注者と受注者の協議により

決定するものとする。 

３） 本件各業務の情報は、発注者が所有、管理する下水道管路台帳管理システム（以下

「ＧＩＳ」という）へデータ入力ができるよう、データベース及び資料等を作成及

び提出すること。ただし、発注者に提出する維持管理情報のデータ項目及びデータ

の仕様並びに提出頻度等は、４.２.３ 管路台帳管理業務のとおりとする。 

 

３.２. 一般事項及び作業方法 

１） 受注者は、作業場所、作業手順等を定め、事前に発注者に報告し、承諾を得た上で作

業に着手すること。 

２） 受注者は、業務仕様書に示された内容を満足する限りにおいて、自由に具体的な仕

様を提案できるものとするが、その際には発注者が別途定める本業務に係る図書及

びこれに類する図書等を参照すること。 

３） 作業に当たっては、下水道管きょの管口を傷めないようにガイドローラ等を使用す

るなどの必要な保護措置を講じ、下水道管路施設に損傷を与えないよう十分留意す

ること。 

４） 作業に当たり、仮排水のため、仮設配管等を必要とする場合は、事前に発注者の承

諾を得ること。この場合、上流に溢水が起こらない構造で、かつ、作業中の安全が確

保されるものとする。ただし、上流に溢水が生じる恐れがあるときは、直ちにこれ
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を撤去すること。 

５） 管きょ内の作業では、管材、人孔及び雨水幹線等を損傷しないようにするものとす

る。 

６） 作業に当たり、道路その他の工作物を排水や搬出土砂等で汚損させないこと。万一、

汚損させたときは、作業終了の都度、洗浄及び清掃すること。 

７） 作業終了後、速やかに使用機器、仮設物等を搬出し、作業場所の清掃を行うこと。 

８） 作業途中で交通を開放する場合は、敷鉄板による開放は行わず、砂利による仮埋め

を行うとともに、砂利の飛散防止措置として簡易合材による仮復旧を行い、必要な

安全対策を講じたうえで開放すること。また、簡易合材を使用する場合、次の作業

日まで砂利等の飛散がないよう、必要な厚みを確保すること。 

９） 作業場所において、下水道管路施設に緊急性を要する破損、不等沈下、腐食等の異

状を発見した場合は、速やかに監督職員へ報告し、指示に従うこと。 

１０） 発注者は、受注者が発注者の指示に反して作業を続行した場合、又は事故防止上危

険と判断した場合は、作業の一時中止を命ずることがある。 

１１） 業務中に車両の運転を行う際には、運転の前後にアルコールチェックを実施し、結

果を記録すること。発注者が求めた時は、記録を提示すること。 

  



１８ 

３.３. 全体業務計画書 

１） 受注者は、本業務を実施するに当たって、令和９年２月末までに履行期間中におけ

る業務内容等を網羅した全体業務計画書を提出し、監督職員の承諾を得なければな

らない。 

２） 全体業務計画書は、履行期間全体を通じた基本的事項、全体工程等が把握できるよ

うに作成すること。 

３） 全体業務計画書には、以下の表に示す項目を盛り込むことを原則とし、業務に適し

た内容をそれぞれ記載すること。 

 

表３.１ 全体業務計画書記載内容 

項目 内容 

業務概要 本業務の意図及び目的を簡潔に記載する。 

全体工程表 履行期間を通じた業務の全体像を捉えた予定工程を記載する。 

現場構成、業務実施体制、

緊急連絡体制 

本業務を履行する上で必要な組織及び体制（現場組織、業務分

担、緊急時体制、連絡体制など）を記載する。 

苦情・不具合発生時の対応

計画 

苦情・不具合発生時及び不具合を発見した場合の具体的な対応

方法を記載する。 

緊急時対応計画 
緊急連絡体制を踏まえた具体的な対応方法を業務時間内、夜間、

休日についてそれぞれ記載する。 

他工事等対応計画 
他工事等立会の実施や、各業務に影響する他工事との調整等の

具体的な対応方法について記載する。 

主要な使用機材・資材 

各業務で使用する主要な機械・器具・資材について、具体的な種

類、名称及び性能を記載する。また、車検証、校正証明書等につ

いても添付すること。 

安全管理 

事故等を未然に防止し、安全に各業務を履行するための安全衛

生管理に係る作業基準、安全衛生に関する計画及び組織体制に

ついて、基準、要領、計画等を具体的に記載する。 

建設副産物処理計画 
各業務で発生する建設発生土及び建設廃棄物の処理計画に 

ついて、再生資源の利用計画を含め記載する。 

その他 業務実施に当たり必要な事項を記載する。 

 

４） 受注者は、全体業務計画書の内容に変更が生じたときは、速やかに変更全体業務計

画書を発注者に提出し、その内容について発注者の承諾を得なければならない。 
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３.４. 年次計画書 

１） 受注者は、本業務を実施するに当たって毎年２月末までに翌年度の年次計画書を提

出し、発注者の承諾を得なければならない（令和９年度分は令和９年２月末までに

提出すること）。 

２） 年次計画書は、以下の表に示す項目を盛り込むことを原則とし、業務に適した内容

をそれぞれ記載すること。 

３） 年次計画書の内容に変更が生じたときは、速やかに変更年次計画書を発注者に提出

し、その内容について発注者の承諾を得なければならない。 

 

表３.２ 年次計画記載項目 

項目 内容 

当該年度の業務内容 
本業務の契約内容及び業務項目並びに業務細目等が把握できるよ

う記載する。 

当該年度の計画工程表 計画的で適切な履行期間を記載する。 

業務実施方法 
本仕様書等及び打合せ事項を基に、本件各業務の具体的な実施方法

を記載する。 

作業項目と作業内容 
本仕様書等に定める業務内容について、各業務の作業項目及び作業

内容を方法・手順、業務工程等を踏まえて記載する。 

業務上の留意点 
本業務を実施するにあたり想定される事象と留意すべき事項を記

載する。 

作業フロー 
本業務の流れが明確に把握できるように、業務の作業手順を示すと

ともに、作業の節目と打合せ協議時期等についても記載する。 

業務工程表 
本件各業務について、工種、種別及び実施数量等を整理し、履行期

間を通じた業務の全体像を捉えた当該年度の予定工程を記載する。 

実施体制 

本業務を履行する上で必要な組織及び体制について、現場組織、業

務分担、緊急時体制、その他業務の履行に要する組織・体制（下請

け関係も含む。）を、その目的と系統及び分担等が明確に把握でき

るよう記載する。 

打合せ計画 
打合せの時期、目的及び事項等を体系的に整理し、一覧表に記載し、

予定提出図書や特記事項等がある場合は併せて記載する。 

成果物及び目的物の内

容等 
成果品及び目的物の内容等について、仕様書に基づき記載する。 

安全等の確保 

事故、災害等を未然に防止し、安全に本件業務を履行するための安

全衛生管理に係る作業基準、安全衛生に関する計画及び組織体制に

ついて、基準、要領、計画等を具体的に記載する。 

その他 業務実施に当たり必要な事項を記載する。 
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３.５. 月次計画書 

１） 受注者は、本業務を実施するに当たって毎月２０日までに次の月の月次計画書を提

出し、監督職員の承諾を得なければならない。月次計画書の内容については、年次

計画書の内容に準じ、当該月間の計画を日単位で把握できるように作成すること。 

２） 月次計画書の内容に変更が生じたときは、速やかに月次計画書の変更版を監督職員

に提出し、その内容について監督職員の承諾を得なければならない。 

 

３.６. モニタリング 

１） 仕様の確保を図るため、本業務では、受注者による「セルフモニタリング」及び監督

職員による「事業モニタリング」を行うものとする。 

２） 受注者は、本業務を実施するに当たってセルフモニタリング実施計画書を提出し、

監督職員の承諾を得なければならない。 

３） 本業務におけるモニタリングは、受注者自らが作成したセルフモニタリング実施計

画書に基づき、毎月２０日頃に定例会議を実施し、本事業の履行が本仕様書を遵守

しているか等確認を行うものとする。詳細は、発注者が別途定めるモニタリング基

本計画書のとおりとする。 

４） モニタリング結果について、発注者と受注者との間に紛争が生じた場合、発注者と

受注者が協議して、速やかに当該紛争の解決方法等の調整を行わなければならない。 

５） 進捗の遅れがあった場合は、速やかに発注者に報告を行うとともに対応方針と編集

した工程を記載したセルフモニタリング変更実施計画書を提出する。 

 

３.７. 年次報告書 

１） 受注者は、毎年４月１０日までに前年度の業務内容等を網羅した年次報告書を提出

し、発注者の確認を得なければならない。なお、最終年においては、履行期間最終日

までに提出し、確認を受けるものとする。 

２） 年次報告書は、年次計画書の内容を踏まえて、本件各業務における年間の業務報告

を取りまとめるものとする。 

３） 年次報告書には、発注者との打合せ記録簿、セルフモニタリングの結果等を含むこ

と。 

 

３.８. 月次報告書 

１） 受注者は、毎月１０日までに本件各業務の前の月の月次報告書を提出し、発注者の

確認を得なければならない。 

２） 月次報告書は、月次計画書の内容を踏まえて、本件各業務についての月毎の業務報
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告を取りまとめて提出すること。 

３） 月次報告書には、発注者との打合せ記録簿、毎月２０日頃に実施する定例会議・セ

ルフモニタリングの結果及び本件各業務の結果を含むこと。 

 

３.９. 業務完了報告書 

１） 受注者は、履行期間の終了に際し、本件各業務について業務完了報告書を提出し、

発注者の確認を得なければならない。 

２） 業務完了報告書は、本業務の成果について取りまとめ、本仕様を満たしているか等

を確認すること。 

３） 業務完了報告書には、セルフモニタリングの結果及び本件各業務の結果を含むこと。 

 

３.１０. テクリスへの登録 

１） 受注者は、契約時又は変更時において、予定総額（消費税及び地方消費税を含む。）

が１００万円以上の業務について、業務実績情報システム（以下「テクリス」とす

る。）に基づき、受注・変更・完了・訂正時に業務実績情報として作成した「登録の

ための確認のお願い」をテクリスから監督職員にメール送信し、監督職員の確認を

受けた上で、受注時は契約締結後、１５日（休日等を除く）以内に、登録内容の変更

時は変更があった日から、１５日（休日等を除く）以内に、完了時は業務完了後、１

５日（休日等を除く）以内に、訂正時は適宜、登録機関に登録申請しなければならな

い。 

２） 登録できる技術者は、業務計画書に示した技術者とする（担当技術者の登録は８名

までとする）。また、登録機関発行の「登録内容確認書」はテクリス登録時に監督職

員にメール送信される。 

３） 変更時と完了時の間が、１５日間（休日等を除く）に満たない場合は、変更時の登録

申請を省略できるものとする。 

４） 本業務の完了後において訂正又は削除する場合においても同様に、テクリスから発

注者にメール送信し、速やかに発注者の確認を受けた上で、登録機関に登録申請し

なければならない。 

 

３.１１. コリンズへの登録 

１） 受注者は、受注時又は変更時において予定総額（消費税及び地方消費税を含む。）が

５００万円以上の工事について、工事実績情報サービス（ＣＯＲＩＮＳ）に基づき、

受注・変更・完成・訂正時に工事実績情報として「登録のための確認のお願い」を作

成し監督職員の確認を受けたうえ、受注時は契約後、土曜日、日曜日、祝日等を除き

１０日以内に、登録内容の変更時は変更があった日から土曜日、日曜日、祝日等を
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除き１０日以内に完成時は、工事完成後１０日以内に、訂正時は適宜登録機関に登

録申請をしなければならない。 

２） 変更登録時は、工期、技術者に変更が生じた場合に行うものとし、工事請負代金の

み変更の場合は、原則として登録を必要としない。ただし、請負代金２,５００万円

を超えて変更する場合には変更時登録を行うものとする。 

３） 登録完了後は「登録内容確認書」を直ちに監督職員に提示しなければならない。な

お、変更時と完成時の間が１０日間に満たない場合は、変更時の提示を省略できる

ものとする。 
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第４章 維持管理業務の仕様 

本業務で履行する各個別業務の仕様を示す。受注者は有するノウハウ及び創意工夫等を

活用し、以降に示す仕様に基づき、業務を遂行すること。これにより、下水道管路施設の機

能を適切に維持するともに、業務の効率化及び品質の向上を図るものとする。 

 

４.１. 統括管理業務 

４.１.１. 共通 

１） 業務内容・数量。 

 

表４.１ 業務内容・数量 

業務項目 数量 

統括マネジメント業務  １式 

管路台帳管理業務  １式 

 

２） 情報の管理 

本施設に関する各種マニュアル、各種計画書、図面、台帳等を履行期間にわたり、監

督職員と協議の上、適切に管理すること。 

３） データ完全性の確保 

施設情報の完全性を確保するため、作業時に欠損又は不整合を発見した場合は、当該

データを最新の状態に更新すること。また、必要時に引き出せるようにしておくこと。 

４） 電子データの取扱い 

電子データ（下水道台帳データ・各種維持管理情報等）の記録方法、保管方法、デー

タ項目、データ仕様及び提出頻度等については、監督職員と協議を行い決定すること。 

５） その他 

当該業務は、仕様発注型包括的民間委託及びセルフモニタリングの根幹にあたるこ

とを十分に認識し、業務を完遂すること。 

 

４.１.２. 統括マネジメント業務 

統括マネジメント業務は、本契約の全てを統括することにより、本市下水道事業に必要と

されるサービスを提供し、受注者の適切な業務環境を創出することに加え、発注者のパート

ナーとして、発注者が行う業務についても助言・協力を行い、本市下水道事業の経営に貢献

することを目的とする。当該工種の仕様は以下のとおりとする。 

１） 統括責任者の職務は、次のとおりとする。 

ア 各業務の履行に関し、業務の管理及び統括を行うこと。 

イ 統括責任者として、本件各業務の従事者に対して指揮及び監督を行うとともに、
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技術の向上及び不具合の防止に努めること。 

ウ 本仕様書等により、業務の目的及び内容を十分理解し、施設の機能を把握するこ

とにより、業務の適性かつ円滑な履行を図ること。 

エ 常に状況を的確に掌握し、いかなる場合においても対処できる体制の確保に努め

ること。 

オ 受注者側の窓口となり、監督職員との連絡を密にし、必要に応じて報告及び協議

を行うこと。 

２） 統括責任者は、以下の対応を行うこと。 

ア 全ての業務内容を理解した上で、本件各業務を一元的に管理し、効率的、効果的

かつ安定的な一体的サービスとして実施できるよう本件各業務間の調整を行う

こと。 

イ 提出した各計画書に基づき、遅延等が発生していないかを管理すること。進捗に

遅れを確認したときは、改善策をまとめ速やかに監督職員に報告を行うとともに、

必要な措置等を講じること。 

ウ 本件各業務で生じる課題や監督職員からの求めに対し、迅速かつ相応な対応を行

うこと。 

エ 現場状況や対応内容について、各業務の責任者等へ指示を行うとともに、その結

果を監督職員に報告すること。 

オ 本件各業務の実施に当たり、マネジメント技術を駆使し、スケジュール、コスト、

品質の適切なコントロールを行い、円滑な業務の推進に資すること。 

カ ＰＤＣＡの考えを取り入れたセルフモニタリングを通じ、本件契約に関係する全

ての受注者を取りまとめ、履行期間にわたり業務仕様を満たしたサービスを提供

し続けること。 

キ 受注者が実施する本件各業務について、業務横断的に業務実施手順又は業務実施

体制を見直し、作業の効率化に配慮し、業務プロセスを再編・再構築してこれを

機能させ、サービスの質の向上を図るよう努めること。 

ク 発注者と受注者との間のコミュニケーションを密にし、市民サービスレベルの向

上を常に意識した上で、これを本契約に反映するよう努めること。 

ケ 本委託に関する業務計画書等、提出書類について業務間のとりまとめを行い、期

限内に提出するよう管理すること。 

コ 基本協定締結後、本業務について速やかに市民への周知が図れる体制を構築し、

履行期間中は定期的に広報を行うこと。 

３） 各業務に係る手順等を記録して、これを統括管理するためのマネジメント用マニュ

アルを作成し、提出すること。 

４） 本件契約における発注者のパートナーとして、下水道事業の健全な経営への貢献の

視点を持ち、受注者が自ら行う業務範囲において業務プロセスを最適化するだけで
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なく、発注者が行う業務範囲をも含めた業務プロセスの最適化についても助言を行

うこと。 

 

４.１.３. 管路台帳管理業務 

１） 作業内容 

本市では、下水道管路台帳システムにより下水道台帳や維持管理データを効率的に管理

し、業務の効率化や蓄積データを活用した施設管理の高度化を図っている。システムは本市

のＬＧＷＡＮ系ネットワークで使用するシステムであるため、発注者が指定する場所にお

いて、発注者が用意する専用端末を使用し、業務を行うものとする。また、業務にあたって

は、引継期間に提示する入力マニュアルを参考に、週２７時間以上、本市の業務時間内に行

うこと。主な作業内容は以下のとおりとする。 

① 新設人孔・管きょ・汚水ます等のデータ入力 

新たに整備した各施設について、竣工図を基に管路図等を作成し、属性データの

入力を行う。 

② 既設人孔・管きょ・汚水ます等のデータ更新 

既に入力されている各施設について、改築工事及び補修工事等で変更生じた項目

や新たに入力が必要となった項目を更新する。 

③ 維持管理データの入力 

本業務で実施した各種調査結果の入力や、関連ファイル（調査票、動画データ等）

の登録を行う。なお、入力及び登録の対象とするデータは、監督職員が認めたも

の又は検査を完了したものとする。 

なお、①～③で入力する主な属性項目は表４.２に示す。 

月ごとに入力したデータを工事又は業務ごとに整理し、誤りがないかダブルチェックを

行ったうえで、その確認結果とともに作業完了報告書を発注者に提出すること。チェックの

方法については発注者が提示するマニュアルを参照すること。 

２） 遵守すべき事項 

受注者は、本業務に係る個人情報の漏洩、紛失又は改ざんの防止、その他個人情報の適正

な管理のため、契約後監督職員が提示する福井市情報セキュリティポリシーに準拠した適

切な個人情報管理体制とセキュリティ体制を担保し業務を遂行しなければならない。その

ため、受注者は本業務における当該管理体制について業務着手時に提出する業務計画書に

示し、監督職員の承諾を得なければならない。 
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表４.２ ＧＩＳ入力項目 

情報 項目 

施設情報 

【管きょ】管路施設番号・管きょ機能・管種（管きょ材質・管きょ径等）・

勾配・区間延長・管底高・土被り・副管（使用時）等 

【人孔】人孔施設番号・人孔種別・人孔地盤高・人孔深・内径・蓋径・蓋

強度・蓋種類等 

【取付管】取付管設備番号・取付番号・管種（管きょ材質・管きょ径等）・

取付管水平距離・取付け方向・上流人孔からの距離等 

【汚水ます】汚水ます設備番号・汚水ます種別・ます深さ・ますタイプ・

排水設備接続の有無・申請番号等 

工事情報 
工事番号・工事名・事業区分・工事区分・施工業者名・施工場所・竣工図

の登録等 

改築・補修・清掃

情報 

【改築】当初より変更があった施設情報・工事番号・改築工事の有無・ 

改築工法区分等 

【補修・清掃】工事番号・施工箇所・修繕方法・修繕内容・清掃内容等 

耐震関連情報 
重要な幹線等該当の有無及び理由・管路施設耐震診断調査業務の内容・管

口耐震化情報等 

調査情報 
本管用調査記録表（本管・取付管ＴＶカメラ調査業務）及び人孔目視調査

記録表（人孔目視調査業務）の内容等 
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４.２. 計画的維持管理業務 

４.２.１. 共通 

１） 業務内容・数量 

受注者は、適切な手順に従って、次の各号に示す業務及び関連する作業を行う。計画的業

務の実施数量は、以下に示す。ただし、本件各業務の数量は想定のものであり、全数量の実

施を確約するものではない。 

業務の実施において、実際の現場との数量の差異や必要な工種の追加、条件の変更等によ

り支払金額が増加し、履行期間終了までに予算額に達した場合や想定数量や予算を大幅に

超過した場合は、必要に応じて協議の上、契約変更の手続きを行う。 

 

表４.３ 業務内容・数量 

業務項目 数量 

本管ＴＶカメラ調査業務 

(管径８００ｍｍ未満) 
７０,００９.４ ｍ  

本管潜行目視調査業務 

(管径８００ｍｍ以上) 
２０,９９４.２ ｍ  

人孔目視調査業務 ２,９８８ 箇所 

管路診断業務 １０４.４ ｋｍ 

改築詳細設計業務 
布設替え：  １,０００ ｍ  

管 更 生：  １,８００ ｍ  

人孔鉄蓋更新工 ８００ 箇所 

 

２） 遵守すべき事項 

① 公道上で作業を行う場合の作業時間は、原則９時から１７時までとし、道路使用

許可条件を遵守すること。ただし、現場状況や交通規制により難しい場合は協議

によるものとする。 

② 検定を受けた機器等については、発注者に証明書を提出すること。 

③ 業務の実施に当たっては、下水道台帳と整合しているか確認すること。確認の結

果、下水道台帳に記載している情報と相違がある場合は、監督職員に報告し、下

水道管路台帳の更新を行うこと。 

④ 施設の機能障害及び不具合等が直ちに発生する恐れが予測される場合は、速やか

に発注者に報告すること。また、点検又は調査を行いその原因を把握するととも

に、処置方法を検討し、発注者の承諾をもって処理すること。 

⑤ 管理技術者及び主任技術者は、担当する各業務及び工事を管理しなければならず、

本契約の履行に関し、監督職員と受注者との間の報告及び協議を行おうとすると
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きは、原則として統括責任者を通じて行うものとする。 

⑥ 各工事及び業務の成果品については、検査職員の検査に合格したものを納品する

こと。管路診断業務及び改築設計業務については、照査報告書を成果品に添付す

ること。 

⑦ その他、疑義が生じた場合や他施設管理者等との協議が必要な事項が発生した場

合は、発注者と協議の上、対応方針を確認すること。 

 

４.２.２. 本管ＴＶカメラ調査業務（管径８００ｍｍ未満） 

当該業務の仕様は以下のとおりとする。なお、調査表様式は【別紙１１】（本管調査様式）

に示す。 

１） 本管ＴＶカメラ調査業務（管径８００ｍｍ未満） 

① 調査前にあらかじめ管きょ内を洗浄し、調査の精度を高めること。 

② 原則として上流から下流に向け、ＴＶカメラを移動させて行うこと。 

③ 管種、管径、管の破損、継手部の不良、クラック、取付管口、管のたるみ・蛇行、

取付管の突き出し、油脂の付着、木の根の侵入、浸入水等について、異状の程度を

確認し、全区間について動画・写真撮影（カラ－）し、ＤＶＤ等に収録すること。 

④ 異状箇所、取付管口等の必要箇所については、側視撮影（カラ－）し、鮮明な動画

を収録すること。また、動画とは別にモニターから写真撮影（カラー）を行い、保

存すること。 

⑤ 本管内及び取付管部の異状箇所の位置表示は、上流側人孔管口からの距離とし、

正確に測定すること。 

⑥ これらの撮影内容及び方法の変更は、事前に監督職員と協議し、承諾を受けるこ

と。 

⑦ 調査の続行が困難となった場合は、ただちに監督職員に報告し、指示を受けるこ

と。この場合においても、上下流から調査する等、調査の完遂に努め、その原因を

把握すること。 

⑧ 破損や閉塞等により流下機能を確保できていない状況（今後流下機能が確保でき

なくなる可能性が高い状況を含む。）を確認した場合は、速やかに監督職員に報告

するとともに、補修や清掃等を実施して流下機能を回復させること。 

⑨ 陸上調査として、管きょ上の地表面の状況（沈下・亀裂・陥没の有無）や施設の状

況（人孔蓋の据付け不良や破損、ますの損傷等）を確認すること。また、地上での

上流人孔からのますの距離、ますの有無を陸上調査記録表に記入すること。写真

撮影は異状箇所のみ行い、調査年月日、調査場所、異状内容等を明記した黒板を

入れて行うこと。 
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２） 管きょ内洗浄工 

① 管きょ内洗浄工は、本管ＴＶカメラ調査業務の実施箇所を対象として、高圧洗浄車

による洗浄を行うものであり、原則として、吸泥車は使用しない。 

② 当該作業は、高圧洗浄車及び給水車を標準とし、高圧洗浄車により加圧された洗浄

水をノズルから噴射させ、調査前に高圧洗浄車による管きょ内を入念に洗浄する

こと。 

③ 管きょ内の洗浄状況が確認できる写真を地上部から撮影し、また、洗浄前後の管内

状況が確認できるように管内の撮影を行うこと。 

④ 管きょ内に土砂や汚泥等の堆積があり、清掃及び汚泥処分の必要がある場合は本

作業は実施せず、清掃については４.３.７ 清掃工を計上し、汚泥処分については

４.３.９ 汚泥処分業務を計上する。 

 

４.２.３. 本管潜行目視調査業務（管径８００ｍｍ以上） 

当該業務の仕様は以下のとおりとする。なお、調査表様式は【別紙１１】（本管調査様式）

に示す。 

① 原則として上流から下流に向け行うこと。 

② 管きょ内に調査員が入り、管種、管径、土砂等の堆積状況、管の破損、継手部の不

良、管壁のクラック、取付管口、管のたるみ・蛇行、取付管の突き出し、油脂の付

着、木の根の侵入、浸入水等について異状の程度を確認し、写真撮影を行うこと。 

③ 写真撮影は、管路施設番号、調査年月日、異状内容、発生位置等を明記した黒板を

入れて撮影すること。なお、異状箇所等の必要箇所については、スケール等を用い

て異状の大きさや状態がわかる写真とすること。 

④ 本管内及び取付管部の異状箇所の位置表示は、上流側人孔管口からの距離とし、

鋼製巻尺を使用して正確に測定すること。 

⑤ 調査内容は、４.３.２ 本管ＴＶカメラによる調査業務に準ずるものとする。 

⑥ これらの撮影内容及び方法の変更は、事前に監督職員と協議し、承諾を受けるこ

と。 

⑦ 調査の続行が困難となった場合は、ただちに監督職員に報告し、指示を受けるこ

と。この場合においても、上下流から調査する等、調査の完遂に努め、その原因を

把握すること。 

⑧ 破損や閉塞等により流下機能を確保できていない状況（今後流下機能が確保でき

なくなる可能性が高い状況を含む。）を確認した場合は、速やかに監督職員に報告

するとともに、補修や清掃等を実施して流下機能を回復させること。 

⑨ 陸上調査として、管きょ上の地表面の状況（沈下・亀裂・陥没の有無）や施設の状

況（人孔蓋の据付け不良や破損、ますの損傷等）を確認すること。また、地上での

上流人孔からのますの距離、ますの有無を陸上調査記録表に記入すること。写真
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撮影は異状箇所のみ行い、調査年月日、調査場所、異状内容等を明記した黒板を入

れて行うこと。 

 

４.２.４. 人孔目視調査業務 

当該工種の仕様は以下のとおりとする。なお、調査表様式は【別紙１２】（人孔調査様式）

に示す。 

① 人孔内に調査員が入り、十分な照明のもとに、人孔の構造、人孔内の側塊や側壁の

クラックやズレ、浸入水、足掛金物及びコンクリートの腐食、足掛金物の欠損本

数、土砂等の堆積状況、管きょの布設状況、蓋の磨耗度、蓋のガタつき・蓋違い、

副管の状況等について、異状の程度を確認し、写真撮影（カラ－）を行うこと。 

② 写真撮影は、人孔施設番号、調査年月日、調査場所等を明記した黒板を入れて行

い、下流方向が写真上部（１２時方向）となるよう、全景、人孔開口部、人孔内部

の３点を撮影すること。 

③ 調査時に異状を確認した場合は、黒板に異状内容、発生位置等を明記し、スケール

等を用いて異状の大きさや状態がわかる写真を撮影すること。 

④ 調査の続行が困難となったときは、ただちに監督職員に報告し、指示を受けるこ

と。この場合においても、調査の完遂に努め、その原因状況を把握すること。 

⑤ 破損や閉塞等により流下機能を確保できていない状況（今後流下機能が確保でき

なくなる可能性が高い状況を含む。）を確認した場合は、速やかに監督職員に報告

するとともに、補修や清掃等を実施して流下機能を回復させること。 

 

４.２.５. 管路診断業務 

当該業務の仕様は以下のとおりとする。 

① 管路診断業務の計画・準備として、管路台帳や維持管理資料等を整理すること。 

② データ整理として、管路の諸元及び台帳との相違、管理履歴の整理を行い、管路ご

とに逓加面積と流量を計算して、補助・単独路線の延長と流下能力を確認するこ

と。 

③ 本管ＴＶカメラ及び潜行目視調査結果により把握した、既設管きょの劣化状況を

分析して診断を行い、診断結果により対策案・概算事業費・優先順位等の検討を行

う（診断に係る判定基準等は【別紙１３】（管路診断業務の判定基準）に示す。）こ

と。なお、健全度２又は３以下の管きょを改築又は修繕の対象とするため、対応方

法に応じて判断理由を明示すること。 

④ 対策案・概算事業費（工事費内訳書を含む。）・優先順位等をまとめると共に結果図

表等を作成すること。 

⑤ 本業務の調査・分析・計画によって作成された図面データを取りまとめる他、今後

の効率的な改築・修繕計画を立案して報告書を作成すること。また、紙による報告
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書についても１部作成し、監督職員に提出すること。なお、電子媒体による報告書

の原稿についてはワープロソフトや表計算ソフト等（Ｗｏｒｄ、Ｅｘｃｅｌ等）、

図面についてはＳＸＦ形式で作成すること。提出すべき成果品とその寸法等は次

のとおりとする。 

 

表４.４ 成果品・寸法等 

項目 成果品 寸法等 

①  報告書（目視・ＴＶカメラ調査診断結果表） Ａ４版 

②  調査対象位置図 Ａ３版 

③  管渠劣化状況図 Ａ３版 

④  布設年度別状況図 Ａ３版 

⑤  経過年数ランク図 Ａ３版 

⑥  流下能力ランク図 Ａ３版 

⑦  障害分析図 Ａ３版 

⑧  工法選定図 Ａ３版 

⑨  補助・単独対象路線図 Ａ３版 

⑩  年度別事業計画図 Ａ３版 

⑪  議事録 Ａ４版 

⑫  電子納品図書 １部 

 

⑥ 以下に示す事項について、照査を実施すること。 

(ア) 情報収集の内容及び課題の把握・整理内容について 

(イ) 検討の方法及びその内容について 

(ウ) 計画の妥当性（方針、設定条件等）について 

(エ) 各種計画（【別紙９】（参考図書）に掲載。）との相互間における整合性につい

て 

なお、照査は、技術士（総合技術監理部門（上下水道－下水道）、若しくは上下水

道部門（下水道））又はＲＣＣＭ（下水道）の資格を有する者で、管理技術者とは

別の者が行うこと。 

⑦ 履行期間中に判定基準等の見直しが通知された場合には、それに応じて適切に見

直しを行うこと。また、監督職員から判定基準等の変更を指示された場合、これに

従うこと。 

 

４.２.６. 改築詳細設計業務 

当該業務の仕様は以下のとおりとする。 

① 本業務は、管路診断結果において改築又は管更生が必要であると判断された大口
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径の管きょ(管径８００ｍｍ以上)、管更生と判断された管口を対象とする。 

② 調査では資料収集、現地踏査、人孔内部の確認、管渠内調査(流量計測、中性化試

験、鉄筋腐食試験、圧縮強度試験)を実施すること。 

③ 福井市下水道ストックマネジメント計画及び福井市下水道管路施設地震対策基本

計画で決定された内容に基づき、対策工法の計画を立案すること。 

④ 更生材の構造計算に係る各種計算、対策後の人孔管口耐震化に係る計算を行うこ

と。 

⑤ 管路施設の耐震設計を行うこと。ただし、必要な項目は、耐震工法の設計要領等に

基づいて下記の内容により整理し、原則として応答変位法により耐震計算を行う

こと。 

(ア) レベル１の場合 

液状化の判定、人孔と管きょの接続部、人孔本体の計算。 

(イ) レベル２の場合 

液状化の判定、人孔と管きょの接続部の計算、側方流動の検討、液状化層と

沈下量、地盤急変化部・急曲線等の特殊条件における計算、人孔の浮き上が

り計算。 

⑥ 位置図、平面図をはじめとする、施工に必要な各種設計図面を作成すること。 

⑦ 人孔、管きょごとの更生材料、仮設、補助工法等の数量を算出すること。 

⑧ 管更生工法及び人孔管口耐震化工法については、現場条件を考慮し、適用可能な

対策工法の比較検討を行い、最適な施工法を決定すること。 

⑨ 以下に示す事項について、照査を実施すること。 

(ア) 基本条件の内容について 

(イ) 比較検討の方法及びその内容について 

(ウ) 設計計画（設計方針及び設計手法）の妥当性について 

(エ) 各種計算書の適切性について 

(オ) 各種計算書及び数量計算書と設計図の整合性について 

なお、照査は、技術士（総合技術監理部門（上下水道－下水道）、若しくは上下水

道部門（下水道））又はＲＣＣＭ（下水道）の資格を有する者で、管理技術者とは

別の者が行うこと 

⑩ 検討した内容を照査結果とともに報告書としてとりまとめること。 

 

４.２.７. 人孔鉄蓋更新工 

当該工種の仕様は以下のとおりとする。なお、写真撮影箇所及び要領は【別紙１４】（写

真撮影箇所及び要領）に示す。 

① 施工対象箇所について、施工前に現地調査を行い、更新の必要性の有無を確認し

監督職員に報告すること。  
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② 人孔に損傷がないか確認し、調整高や舗装復旧範囲を測量し施工計画を立案し監

督職員に報告すること。また、エリアごとの工程計画を策定し併せて監督職員に

報告し、承諾を得た後作業を行う。 

③ 福井市及び福井市上下水道局事業部で定めた土木工事施工管理基準に準ずる他、

福井市道路掘削及び路面復旧工事要綱を遵守し、管理内容の詳細は施工計画書で

示し、監督職員の承諾を得る。 

④ 施工については四角開削施工とする。原則１．５ｍ×１．５ｍで舗装版を撤去し、

同範囲内で斜壁まで掘削を行うこと。この際施工範囲から絶縁部(舗装打継ぎ目や

コンクリート構造物等)までの距離が１．２ｍ未満の場合、絶縁部までを舗装復旧

の範囲とする。なお、舗装構成は、交通量区分に準じた舗装構成とすること。ま

た、交通量区分が B 交通以上の道路については、表層(再生密粒度アスコン)５ｃ

ｍ及び仮復旧路盤(再生砕石 RC-４０)にて仮舗装復旧を行い、後日交通量区分に

準じた舗装構成にて本復旧を行うこと。また、斜壁まで緊結施工すること。   

⑤ 水道･ガス等の地下埋設物の埋設位置の確認を行い、破損しないよう手作業で行う

など施工中も十分配慮すること。支障がある場合は、監督職員に報告し、監督職

員、受注者及び埋設物管理者の３者で協議すること。  

⑥ 施工完了後は、工事写真、出来形及び竣工図を作成し、統括責任者の検査を受けた

ものを速やかに監督職員に提出すること。  

竣工図を監督職員に提出し、確認を受けたものを管路台帳管理業務として下水道管路台帳

システムに登録すること。 
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４.３. 日常的維持管理業務 

４.３.１. 共通 

１） 業務内容・数量 

受注者は、適切な手順に従って、表４.５に示す業務及び関連する作業を行う。住民対応

等業務の実施数量は、以下に示す。ただし、本件各業務の数量は当初の想定のものであり、

全数量の実施を確約するものではない。 

業務の実施において、実際の現場との数量の差異や必要な工種の追加、条件の変更等によ

り支払金額が変更となる場合は、協議の上、契約変更の手続きを行う。 

 

表４.５ 業務内容・数量 

業務項目 数量 

住民対応業務 ４３０ 件  

緊急対応等業務 １ 式  

水防施設日常点検業務 １０ 箇所 

貯留施設等調査業務 ３ 箇所 

巡視工 １７１,７００ ｍ  

清掃工 
サイフォン部等：   ９ 箇所 

雨 水 ま す： ９００ 箇所 

除草作業工 ４ 箇所 

汚泥処分業務 １９８ ｔ  

他企業工事立会業務 ５００ 件  

 

２） 遵守すべき事項 

① 電話やメール等を用い、住民等からの連絡が２４時間受付可能な体制を確保し、

住民対応及び他工事等立会(平日営業時間内)ができる体制を整えるものとする。

ただし、営業時間外であっても緊急である場合は対応できる体制を整えること。 

② 事務所の連絡受付体制は速やかに住民等に対して周知徹底を図り、ワンストップ

サービスの実現に努めること。 

③ 受注者は、住民からの連絡（人孔騒音、臭気、蓋破損（公共、宅内）、管詰まり（公

共、宅内）、陥没、舗装補修、害虫駆除等の依頼への対応をいうが、これらに限ら

ない。）、関係課からの依頼（緊急点検、不具合対応、他工事等立会、関係課への引

継ぎ等の対応をいうが、これらに限らない。）の内容に応じて、適切な対応を行う

こと。なお、臭気、管詰まりの原因が私有財産による場合はその旨を通報者に説明

し、上下水道サービス課にも情報共有すること。また、営業時間外（休日・夜間）

の通報に対する現場対応は、通水及び通行の安全が確保できる状態まで仮復旧し、
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翌営業日以降速やかに本復旧すること。また、対象が宅内排水設備等の私有財産

に関する事象である場合は、市指定排水設備工事店等を案内するなど、原因者（所

有者）であること説明の上、適切に切り分けること。 

④ 住民対応業務から緊急対応等業務へ円滑に履行できるよう、住民等に対する状況

説明及び注意喚起等を実施すること。 

 

４.３.２. 住民対応業務 

住民対応業務は、住民等からの緊急対応が必要な苦情・要望等の通報に対し、通報受付、

現場対応、初期対応の緊急対応等業務、報告書作成を行うものとする。住民等から苦情等が

あったときは誠意をもって対応し、その結果を速やかに監督職員に報告すること。 

① 電話等通報受付 

(ア) 住民からの苦情・要望等の通報に対し苦情受付票により記録する（全ての初動

対応を対象とする）。 

(イ) 業務外に関する通報については、関連部署から折返し連絡するよう適切に対応

する。 

(ウ) 対応時間は、履行期間中、２４時間３６５日の電話等の対応とする。 

(エ) 監督職員と事業者との連絡体制を構築し、効率的な連携手段が取れるようにす

る。 

(オ) 管きょ情報の問い合わせについては、ＧＩＳの情報を基に適切な回答すること。 

(カ) 福井県電子自治体推進協会施設予約サービスを利用した埋設立会ＷＥＢ申請

（以下、ＷＥＢ申請と言う）の問い合わせについては、４.３.１０他企業工事立

会業務に掲げる実施内容と同様とする。 

② 現場対応（原因調査等） 

(ア) 連絡体制に記載のある現場対応者は、受付後、概ね１時間以内に複数名で現地

確認を行い、原因を調査する。 

(イ) 原因の調査にあたっては、現場に応じた安全の確保を行う。 

(ウ) 管きょの閉塞、破損、水質汚濁等の調査内容及び対応方針についてすみやかに

監督職員へ報告する。 

(エ) 苦情等のあった住民に対し、原因調査の結果及び対応方針等を必要に応じて説

明すること。 

(オ) 下水道管路施設（雨水幹線等）において油等の漏洩事故や水質汚濁の通報を第

一報で受け付けた場合、監督職員に報告し、監督職員の指示に従うこと。監督職

員より油等の漏洩事故や水質汚濁に関し、現地確認等の指示があった場合、適

切に対応すること。雨水幹線にて水質汚濁が確認された場合、被害が拡大しな

いようオイルマット（支給品）を設置すること。使用したオイルマットの撤去に

ついては監督職員の指示に従うこと。 
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(カ) 下水道管路施設の損傷又は機能的障害（閉塞）の原因が工場や飲食店等の事業

所から排出された石油類や油脂等によるものと推察される場合は、上下水道サ

ービス課に連絡し、立会を求めること。 

 

③ 緊急対応等業務の実施 

(ア) 必要に応じ４．３．３ 緊急対応等業務の清掃や修繕等を実施する。 

(イ) 基本的に、油脂類等が原因による本管及び取付管の詰まりの場合は、緊急対応

等業務（清掃等）、油脂類等以外が原因の場合は位置を特定し、緊急対応等業務

(修繕)を実施する。 

(ウ) 閉塞の原因が事業所等からの排水によるものと特定された場合は、原因者から

損傷事実確認書（原因者が復旧に要する費用を負担することを誓約させる書類）

が発注者に提出されるまで復旧作業を行わないこと。 

(エ) 当日、対応できない場合は、通水できる最低限の能力を確保し、後日速やかに修

繕を行うこと。 

(オ) 雨水幹線にて水質汚濁が確認された場合、被害が拡大しないようオイルマット

（支給品）を設置すること。使用したオイルマットの撤去については監督職員

の指示に従うこと。 

(カ) 以下の事項については、特に誠意ある対応を行わなければならない。 

イ） 本業務に関する住民説明 

ロ） 履行期間中の住民への制約事項 

ハ） 敷地等への立ち入りに関する事項 

ニ） 質問、意見、苦情等に関する事項 

④ 報告書作成 

(ア) 業務完了後は、内容、時間等を監督職員に対し報告する。また、月間業務報告書

にて、件数、内容、時間等を監督職員に報告する。 

(イ) 損傷負担金の徴収が伴う閉塞復旧作業ついては、作業終了後、復旧作業に要し

た費用がわかる書類を速やかに上下水道サービス課へ提出すること。 

イ） 【別紙１５】（住民対応業務 月間一覧表） 

ロ） 【別紙１６】（各苦情等対応内容報告書（位置図、写真添付）） 
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図４.１ 業務フロー 

 

４.３.３. 緊急対応等業務 

緊急対応は、下水道管路施設に係る維持管理及び問題等解決のために、住民対応業務や発

注者が指示する事項に対し、必要な措置又は土木工事等を行うことを目的とする。本業務の

履行にあたっての一般的事項は、福井市公共管渠築造工事 設計積算方針（令和８年７月）

に準拠する。当該工種の業務内容は以下のとおりとする。 

発注者が指示する事項とは、汚水ます取付管の補修等、道路管理者からの依頼による人孔

鉄蓋等の補修又は他工事に関連して移設する補償工事等を指す。 

１） 業務内容 

① 受注者は、次の各号に示す作業を行うものとする。 

(ア) 管きょ内清掃工（本管、取付管） 

(イ) ＴＶカメラ調査工（本管、取付管） 

(ウ) 人孔目視調査工 

(エ) 人孔鉄蓋取替工（嵩上げ下げ、補修等含む。） 

(オ) 取付管（汚水ます・雨水ます）補修工（設置、撤去、移設、更生等含む。） 

(カ) 汚水ます補修工（設置、撤去、移設、取替等含む。） 

(キ) 雨水ます補修工（更新、撤去等含む。） 

(ク) 本管補修工（内面補修、布設替えを含む。） 

(ケ) 人孔周り舗装補修工 

(コ) 舗装復旧工（すり付け、部分打換え、全面打換え） 

(サ) 試掘工 

(シ) 緊急出動工 

(ス) その他付帯工 

② 当該業務の実施内容は、次のとおりとする。 

(ア) 管きょ内清掃工（本管、取付管） 
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４.３.７ 清掃工に掲げる実施内容と同様とする。 

(イ) ＴＶカメラ調査工（本管、取付管） 

４.２.２ 本管ＴＶカメラ調査業務及び４.２.３ 本管潜行目視調査業務に

掲げる実施内容と同様とする。 

(ウ) 人孔目視調査工 

４.２.４ 人孔目視調査業務に掲げる実施内容と同様とする。 

(エ) 人孔鉄蓋取替工（嵩上げ下げ、補修等含む。） 

人孔鉄蓋の状態を確認した後、速やかに機能回復方法に関する補修等につ

いて計画し、発注者に報告し承諾を得た上で、緊急的に修繕工事を行うこ

と。 

道路管理者や他事業者が行う舗装工事等に伴う人孔鉄蓋の調整を行うこと。 

受注者は監督職員より除雪期間前に道路管理者が指示する修繕・高さ調整

等の必要がある現場の調査を行い、その現場状況を監督職員に報告し指示

を得ること。 

上記以外の実施内容は４.２.７ 人孔鉄蓋更新工に掲げるものと同様とす

る。 

(オ) 取付管（汚水ます・雨水ます）補修工（設置、撤去、移設、更生等含む。） 

取付管の状態を確認し、通水が困難である場合においては、速やかに補修

等を計画し、発注者にその機能回復の方法について報告し、緊急的に修繕

工事を行うこと。 

ただし、通水が可能であり、修繕工事が夜間施工となる場合、安全管理を適

切に行い、翌日に修繕工事を行うものとする。 

取付管の設置、撤去、移設及び更生が適切であると判断される場合、現場に

応じて工事を行うこと。また、発注者から汚水ます移設等立会願書が提出

された場合、汚水ますの利用変更に伴う取付管の設置、撤去及び移設を申

請者と立会の上、適切に行うこと。なお、申請内容と現場状況の不一致など

疑義が生じた場合、現場状況を監督職員に報告し指示を得ること。 

(カ) 汚水ます補修工（設置、撤去、移設、取替等含む。） 

汚水ますの状態を確認した後、速やかに補修等を計画し、発注者にその機

能回復の方法について報告し、緊急的に修繕工事を行うこと。なお、汚水ま

すの設置、撤去、移設及び取替等が適切であると判断される場合、現場に応

じて工事を行うこと。また、発注者から汚水ます移設等立会願書が提出さ

れた場合、汚水ますの移設、取替、撤去、嵩上及び嵩下を申請者と立会の上、

適切に行うこと。なお、申請内容と現場状況の不一致など疑義が生じた場

合、現場状況を監督職員に報告し指示を得ること。 
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(キ) 雨水ます補修工（更新、撤去等含む。） 

雨水ますの状態を確認した後、速やかに補修等を計画し、発注者にその機

能回復の方法について報告し、緊急的に修繕工事を行うこと。また、雨水ま

すの更新、撤去等が適切であると判断される場合、現場に応じて工事を行

うこと。 

(ク) 本管補修工（内面補修、布設替えを含む。） 

本管の状態を確認した後、速やかに補修等を計画し、その機能回復の方法

について監督職員に報告し指示を得た後、緊急的に修繕工事を行うこと。 

(ケ) 人孔周り舗装補修工 

人孔周りの舗装が段差や劣化又は陥没している場合、舗装打換えを行うこ

と。舗装範囲については、監督職員及び道路管理者と協議し決定すること。

ただし、緊急時又は軽微な舗装復旧は、常温合材の使用も認めるものとす

る。なお、常温合材を使用した場合、後日速やかにアスファルト舗装により

復旧を行うこと。 

(コ) 舗装復旧工（すり付け、部分打換え、全面打換え） 

掘り返しなどで段差がある舗装、劣化又は陥没している場合、舗装打換え

を行うこと。舗装範囲及び舗装構成については、発注者及び道路管理者と

協議し決定すること。ただし、緊急時又は砂利等の飛散防止のため軽微な

舗装復旧は、常温合材の使用も認めるものとする。ただし、常温合材を使用

した場合、後日速やかにアスファルト舗装により復旧を行うこと。 

(サ) 試掘工 

本管や取付管がＧＩＳで把握することが不明確な場合、位置や埋設深を把

握するため試掘又は本管カメラ調査を行い、その結果を発注者に報告し、

管路台帳管理業務としてＧＩＳに登録すること。 

(シ) 緊急出動工 

市民等からの陥没等の通報により緊急に出動した場合、応急的な対応の実

施とその後の対応方針を翌営業日に発注者に報告すること。ただし、緊急

性を要する場合や、市民への甚大な被害が想定される場合は、監督職員に

報告し協議を行うこと。 

なお、現地確認の結果、下水道管路施設が原因ではないと判断される場合

は、監督職員へ連絡し、道路管理者と協議を行うこと。また、道路管理者よ

り安全管理等について協力依頼があった場合については、共同して対応す

るものとする。 

(ス) その他付帯工 

上記以外の補修工事に関する付帯工事については、工事別単価に基づき工

事を施工すること。 
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③ 本件施設に起因する不具合の報告を受け付けた場合又は包括業務内で不具合等

を発見した場合は、監督職員へ報告し、安全確保を行った上で内容を記録する

こと。その内容を記録し、速やかに発注者へ報告すること。また、不具合等の原

因を調査・記録した上で帰責の見極めを整理し、発注者へ報告すること。 

④ 不具合の関係者に対して聞き取りを行い、また、原因調査の結果及び処置の内

容等を説明すること。 

⑤ 発注者が原因であった場合には、発注者と処置方法等の協議を行い、適切な処

置等を実施すること。 

⑥ 月間業務報告書は下記の内容をとりまとめ報告すること。報告書様式は発注者

指定のものとするが、事前協議の上発注者の承諾を得たものは利用可能とする。 

(ア) 【別紙１７】（維６号、維８号 月間作業一覧表及び作業日報） 

(イ) 【別紙１８】（各工事概要説明書） 

(ウ) 【別紙１９】（各工事報告書（作業写真含む）） 

⑦ 清算は月間業務報告書による報告の後、発注者の承諾が得られたものを支払う

ものとする。 

２） その他 

① 本業務は、発注者が認定する維６号又は維８号の登録を有する者が実施するこ

と。 

② 発注者が指示する事項とは、関係機関からの依頼や道路管理者からの指示事項

等があり、受注者は各事項について適切な対応をとること。 

③ 受注者は住民対応業務及び緊急対応等業務における体制を定め、監督職員に届

け出なければならない。 

④ 受注者は、履行期間内において常に監督職員からの指示を受けることができる

体制をとること。 

⑤ 夜間における作業については、近隣住民等への影響を考慮し、翌日対応が可能と

判断される場合においては、監督職員と協議の上、十分な安全対策を行い、翌日

に対応してもよい。 

⑥ 発注者が報告書を確認するにあたり、説明を求める場合があるので適宜対応す

ること。また、適切な施工できていない場合、施工のやり直しを指示することが

ある。施工のやり直しにかかる費用は、事業者の負担とする。 

 

４.３.４. 水防施設日常点検業務 

当該業務の仕様は以下のとおりとする。 

① 水防施設日常点検業務は、主に、浸水懸念箇所に設置されている雨水ます及びス

クリーン等（以下、水防施設）の巡回点検及び定期清掃として実施する。 
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② 水防時期（４～１１月）において、各月２回以上（隔週又は気象庁の早期注意情

報により大雨警報発令の可能性及び時系列情報により大雨警報発令の可能性が

ある日の前日）、水防施設の巡回点検を実施する。 

③ 点検実施箇所は、【別図６】（水防施設日常点検業務 位置図）に示す。 

④ 点検内容は以下の通りとする。 

(ア) 水防施設の巡回点検 

(イ) 水防施設周辺の人力による清掃及びゴミ等の除去・処分 

⑤ 本業務により、水防施設の破損等、異常を発見した場合、その内容を記録及び整

理し、監督職員へ報告すること。 

⑥ 清掃前後の状況が確認できる写真を撮影し、作業実施後はその状況を監督職員

へ報告すること。 

⑦ ごみ等の処分については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律

第１３７号）等を遵守し、適切に処分すること。 

⑧ 本業務の実施後速やかに監督職員へ連絡すること。 

 

４.３.５. 貯留施設等調査業務 

当該工種の仕様は４.２.３. 本管潜行目視調査業務に準ずる。 

なお、本業務の実施内容に関して、疑義が生じた場合は、監督職員と協議すること。 

 

４.３.６. 巡視工 

巡視工は、管路施設が埋設されている地表（河川、軌道部等を含む）及び人孔周辺の異常

の有無を地表より確認するものである。実施にあたっては、原則として「下水道維持管理指

針 実務編（公益社団法人日本下水道協会）」に基づくこと。記載のないものは、「下水道管

路施設維持管理マニュアル（公益社団法人日本下水道管路管理業協会）」に基づくこと。 

１） 基本的に人孔蓋を開閉せず、目視によって人孔蓋及び周辺舗装の状況を把握するこ

と。巡視の実施項目は以下のとおりとする。 

 

表４.６ 巡視項目 

巡視項目 巡視内容 

地表面の状況 ① 地表面の沈下、亀裂、陥没の有無 

施設の内容 ② 人孔蓋の据付け不良、破損等 

その他 

③ 異常臭気 

④ 不正使用、不法占拠 

⑤ 公共用水域への汚水の流出 
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２） 写真撮影（カラー）は、調査年月日、調査場所等を明記した黒板を入れて行い、１

００ｍ当り１枚を標準とし、人孔は全数とする。異常が確認された場合は、異常の

内容を黒板に明記すること。 

３） 異常を確認した場合は、不具合箇所の状況及びその写真と位置情報などを速やかに

監督職員に報告し、調査や対策の実施について協議すること。 

４） 下水道台帳との不整合（人孔位置の相違、人孔の有無等）を発見した場合は、速や

かに監督職員へ報告し、調査の実施や下水道台帳への反映方法等について協議する

こと。 

５） 報告書には下記の内容をとりまとめ、月間業務報告書にて報告すること。 

ア 実施位置図 

イ 巡視記録表（【別紙２０】（巡視記録表）） 

ウ 作業記録写真 

 

４.３.７. 清掃工 

当該工種の仕様は以下のとおりとする。 

① 当該業務の実施内容は、次のとおりとする。 

(ア) 管きょ内清掃工（本管(サイフォン含む)、取付管） 

当該作業は、高圧洗浄車・揚泥車・給水車を標準とし、高圧洗浄車により

加圧された洗浄水をノズルから噴射させ、土砂等を人孔内に集積し、これを

揚泥車で吸上げ除去する。管路内の清掃状況が確認できる写真を地上部か

ら撮影し、また、清掃前後の管内状況が確認できるように管内の撮影もする

こと。 

(イ) 雨水ます清掃工 

当該作業は、高圧洗浄車・揚泥車・給水車を標準とし、高圧洗浄車により

加圧された洗浄水をノズルから噴射させ、雨水ます内の土砂等を巻き上げ、

これを揚泥車で吸上げ除去する。清掃前後の雨水ます状況が確認できるよ

うに撮影をすること。 

② 清掃工は、発注者が計画的に定めた清掃箇所を対象として実施する。 

③ 清掃工の対象施設、実施時期、方法等は、計画に基づき、受注者の提案を踏まえ、

監督職員と受注者の協議により決定する。ただし、サイフォンは出水期までに

行うこと。 

④ 作業にあたって、下流域に土砂等を流出させない様、止水プラグ等による止水

を行うこと。万一、下流側に土砂等を流出させた場合は、影響区間の流出土砂等

を受注者の責任で取り除くこと。 
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４.３.８. 除草作業工 

除草作業工では、本市が管理する土地の除草を行う。 

当該工種の仕様は以下のとおりとする。 

① 除草は、機械除草、人力除草とする。 

② 着手前・作業中・完了後及び集積状況の写真を撮ること。 

③ 通行人、通行車両及び周辺施設へ除草作業による草・石等が飛散しないよう対

策を講じ、安全の確保に努めること。 

 

４.３.９. 汚泥処分業務 

当該業務の仕様は以下のとおりとする。 

① 土砂処分業務は、管路施設内から除去した土砂等を、運搬車両により発注者の

指定する産業廃棄物処分場へ運搬し処分する際に実施する。 

② 運搬車両は、その使用にあたって、土砂等の流出・飛散及び臭気の漏洩のおそれ

のない構造の車両とすること。 

③ 積込みにあっては、土砂等の飛散により、通行者及びその他の工作物を汚損さ

せないように措置を講ずること。 

④ 土砂等の運搬にあたっては、水切りを十分に行い、途中漏落しないような措置

を講ずること。 

⑤ 土砂等の運搬にあたっては、積載超過のないようにすること。 

⑥ 管路施設内から除去した土砂等は産業廃棄物として取り扱い、処分方法につい

ては、５.２. 廃棄物管理を参照すること。 

 

４.３.１０. 他企業工事立会業務 

当該工種の仕様は以下のとおりとする。 

① 他工事の受注者から立会及び確認の申請があった場合には、その内容及び結果

を整理・記録し、発注者へ報告すること。 

② 申請を受けた場合、申請箇所が公共下水道区域であるか公共下水道施設概要図

等を用いて確認すること。 

公共下水道区域である場合については、下水道管路施設の有無をＧＩＳにて確

認し、ＧＩＳより出力された図面（平面図、竣工図等）を以て申請者へ回答する

こと。なお、回答に際し、ＧＩＳより出力された図面は現地と合致するものでは

ないことを記載するものとする。 

③ 申請箇所に下水道管路施設が布設されていない場合においても、ＧＩＳより出

力された図面を以て申請者へ回答し、併せて立会は不要であること回答するこ

と。 

④ ＷＥＢ申請の場合は、ＧＩＳより出力された図面をメールに添付し回答するも
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のとする。下水道管路施設が布設されていない場合もその旨を回答すること。 

⑤ 申請箇所が下水道管路施設に近接し影響が出ることが想定される場合には、受

注者は申請後速やかにＧＩＳの図面と現地を照らし合わせながら本管及び取付

管のマーキングを行うこと。なお、必要に応じて掘削時に現地立会により下水

管路施設の確認を行うこと。 

⑥ 下水道管路施設の埋設位置が不明の場合、その旨を申請者に伝え、試掘の実施

及び掘削時には慎重に作業を行うよう指示すること。作業時には現地立会を行

うこと。また、その結果については、管路台帳システムに登録すること。 

⑦ 受注者は道路管理者発注の工事による立会等の申請があった場合、速やかに申

請箇所の取付管及び鉄蓋の状態を調査し、その結果を監督職員に報告するもの

とする。 

受注者は調査結果を元に監督職員から指示のあった下水道管路施設について、

修繕・更新を行うものとする。なお、修繕・更新については、申請者の工事工程

に影響がないよう、十分な調整を行うこととする。 

⑧ 他企業等工事又は施設の一時使用の立会等についても同様とする。 

⑨ 受注者が、他工事等からの立会及び確認の申請に対し判断が困難である場合、

発注者に報告し判断を仰ぐこと。 

⑩ 現地立会を行った現場において予期せぬ不具合が発生した場合、受注者は必要

な対策を講ずるものとする。ただし、申請があったにも関わらず、立会を行わな

かった現場で不具合が発生した場合は、受注者がすべての責任を負うものとす

る。 

  



４５ 

第５章 その他 

本業務の引継ぎ時の留意事項他、確認すべき内容を以下に示す。受注者は本内容を基に適

切に業務にあたる必要がある。 

 

５.１. 業務の引継ぎ 

業務準備期間及び業務引継期間における業務の引継ぎは、以下に示すとおりとする。 

 

５.１.１. 業務の引継ぎ方法 

１） 業務の引継ぎについて 

ア 受注者は、業務準備期間に発注者から本業務に係る引継ぎを受けるものとする。

なお、発注者が実施する引継ぎの内容や方法などに不備若しくは未完成の部分が

生じた場合でも、これを以て、この契約上で受注者が負うべき責任を免れること

はできない。また、受注者側の準備行為及び業務引継等に係る費用は受注者の負

担とする。 

イ 受注者は、業務引継期間に受注者の負担と責任により、次期受注者及び発注者へ

本業務に係る引継ぎを行うものとする。 

２） 業務の引継ぎについて 

ア 受注者は、業務引継期間に、業務の引継書・改善策の提案及び必要な資料等を作

成し、監督職員に提出すること。 

イ 監督職員と受注者は、引継書等について速やかに協議し、引継ぎ内容を確認する。

引継書等に変更があるときは、変更する当事者が速やかに相手方に通知すること。 

３） 引継ぎ内容 

ア 業務準備期間に引継ぎする内容 

イ） 下水道台帳及び現地確認等による本件施設の位置等の把握 

ロ） 施設機能等の確認 

ハ） 調査等の業務及び改築、修繕等工事の履歴の把握 

ニ） 把握している施設の異状内容、対応措置等の確認 

ホ） 本業務において留意すべき特性や固有の状況及び課題等の把握 

ヘ） その他発注者又は受注者が必要とする事項 

イ 業務引継期間に引継ぎする内容 

原則として、本号アの業務準備期間に引継ぎする内容と同じとする 

４） その他 

引継ぎの実施にあたって疑義がある場合は、発注者及び受注者は相互に協力し合い

誠意を持ってこれを解決するものとする 

  



４６ 

５.２. 廃棄物管理 

１） 本業務により排出される廃棄物については、下水道法（昭和３３年法律第７９号）

又は廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）等を遵守す

るとともに、悪臭発生により周辺環境に影響が及ばないよう適正に処分すること。 

２） 建設廃棄物（特定建設資材廃棄物以外）については、建設副産物適正処理推進要綱

（平成１４年５月３０日改正）等の関係法令により適切に処理するものとする。 

３） 本業務で排出される建設廃棄物を現場外に搬出して処理（再資源化施設、積み替え

保管場所経由で最終処分）する場合、産業廃棄物管理票（マニフェスト）を使用す

ること。なお、マニフェスト E票は工事完成書類（工事途上で提出を求めることも

ある。）として提示することとする。 

４） 処分に関する書類の作成については、発注者の指示に従うこと。 

５） 契約を締結した産業廃棄物処分場の事業許可証及び契約書の写しを市へ１部提出す

ること。また、委託運搬の契約を締結した場合も契約書の写しを市へ１部提出する

こと。 

 

５.３. その他 

１） 契約書、仕様書等本業務に係る契約図書等に特に明示していない事項であっても、

業務の履行上、当然必要なものは、受注者の責任と負担において処理すること。 

２） その他特に定めのない事項については、発注者と協議の上処理すること。 

３） 本業務の履行により得られた点検データ、写真、報告書、台帳入力データ等の所有

権及び著作権は、発注者に帰属するものとする。 

４） セルフモニタリングや市の立入検査において、「虚偽の報告」や「目標の著しい未

達が継続した」等の事象が発生した場合、委託料の減額等の措置を行う場合があ

る。 

５） 受発注者間の情報を円滑に交換及び共有し、業務の効率化を図るため、情報共有シ

ステムを利用すること。利用に当たっては、「福井市情報共有システム運用ガイド

ライン（案）」に基づくこと。 

６） 身分証明書は業務終了後、市に返却すること。 
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【別紙１】 遵守法令等 
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【別紙２】 全体の提出書類 
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【別紙３】 共通の提出書類（各業務提出） 
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【別紙４】 統括管理業務の提出書類 
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【別紙５】 計画的維持管理業務の提出書類 
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【別紙６】 日常的維持管理業務の提出書類 
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【別紙７】 各業務の再委託可否 
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【別紙８】 準備資機材 
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【別紙９】 参考図書 
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【別紙１０】 安全対策 

1. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ 作業前ミーティング 

酸欠等の防止についての学習 

 

○酸素濃度１８％以上、硫化水素濃度１０ppm 

以下でなければならない。 

○測定は次の場合に行なわなければならない。 

イ．その日の作業を開始する前 

ロ．作業に従事する全ての労働者が 

作業を行う場所を離れた後、再び 

作業を開始する前 

ハ．労働者の身体、換気装置等に異常 

があったとき 

図１ 酸欠防止の作業前確認  
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【別紙１１】 本管調査様式 

【別紙１１－２】 陸上調査工 
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【別紙１１－２】 本管調査工 

 

出典：下水道維持管理指針 実務編-2014 年版-.p112（日本下水道協会） 

※本管調査で得た調査結果については、調査判定基準をもとに｢スパン全体｣及び｢管一本ご

と｣に不具合等の異常程度をランク付けすること。 
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【別紙１２】 人孔調査様式 
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※人孔目視調査工の記録は、上記の人孔の調査記録表とは別に、人孔の構造、調査結果及

び異常箇所の位置が判明できるよう、展開図に示すなどの工夫をすること。  
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【別紙１３】 管路診断業務の判定基準 
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【別紙１４】 写真撮影箇所及び要領 
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【別紙１５】 住民対応業務 月間一覧表 
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【別紙１６】 各苦情等対応内容報告書（位置図、写真添付） 
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【別紙１７】 月間作業一覧表 
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【別紙１８】 各工事概要説明書 
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【別紙１９】 各工事報告書 

 



８３ 
 

【別紙２０】 巡視記録表 

 

 

整理番号

道路種別 軌道横断 河川横断 沈下 亀裂 陥没 その他 人孔蓋の据付け

不良・破損 その他 異常臭気 不正使用、

不法占拠

公共用水域への

汚水の流出

下水道台帳

との相違 その他
ただちに調査

又は補修が必要
経過観察 異状なし

ｘ

写真番号 特記事項巡視日 担当者 管路番号
マンホール番号

(上流側)

周辺環境 地表面の状況 施設の状況 その他 結果
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【別図２－１】 本管ＴＶカメラ調査業務（管径８００ｍｍ未満） 位置図（令和９年度）

 本管ＴＶカメラ調査工（管径８００ｍｍ未満） 30,420.8 ｍ
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【別図２－２】 本管ＴＶカメラ調査業務（管径８００ｍｍ未満） 位置図（令和１０年度）

 本管ＴＶカメラ調査工（管径８００ｍｍ未満） 39,588.6 ｍ
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【別図２－３】 本管潜行目視調査業務（管径８００ｍｍ以上） 位置図（令和９年度）

 本管潜行目視調査工（管径８００ｍｍ以上） 20,362.9 ｍ
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【別図２－４】 本管潜行目視調査業務（管径８００ｍｍ以上） 位置図（令和１０年度）

 本管潜行目視調査工（管径８００ｍｍ以上） 631.3 ｍ
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【別図２－５】 人孔目視調査業務 位置図（令和９年度）

 人孔目視調査工 1,159 箇 所
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【別図２－６】 人孔目視調査業務 位置図（令和１０年度）

 人孔目視調査工 1,702 箇 所



腐食環境下人孔 N=64箇所



腐食環境下人孔 N=64箇所
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【別図３－１】 管路診断業務 位置図（令和９年度）

 管路診断業務 53,658.6 ｍ
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【別図３－２】 管路診断業務 位置図（令和１０年度）

 管路診断業務 50,783.7 ｍ
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　※ 管路診断業務の対象路線のうち、管径800mm以上の路線を候補路線としている。

【別図４－１】 改築詳細設計業務 位置図（候補路線）（令和９年度）

　※ 対象路線は、候補路線の中から管路診断業務の結果を踏まえて決定する。

　※ 上記表中の延長は、過年度の実績から算定した見込み値である。

 改築詳細設計業務（布設替え工法） 220 ｍ

 改築詳細設計業務（管更生工法） 400 ｍ
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【別図４－２】 改築詳細設計業務 位置図（候補路線）（令和１０年度）

　※ 管路診断業務の対象路線のうち、管径800mm以上の路線を候補路線としている。

　※ 対象路線は、候補路線の中から管路診断業務の結果を踏まえて決定する。

　※ 上記表中の延長は、過年度の実績から算定した見込み値である。

 改築詳細設計業務（布設替え工法） 780 ｍ

 改築詳細設計業務（管更生工法） 1,400 ｍ
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荒 須 橋

）

）

米
松
１
丁
目

北 四 ッ 居 ２ 丁 目

米
松
２
丁
目

（都

北 四 ッ 居 ３ 丁 目

北 四 ッ 居 １ 丁 目

南 四 ッ 居 １ 丁 目

国
道
８
号

大 東 ３ 丁 目

北 四 ッ 居 町

北
四
ッ
居
郵
便
局

竹 里 橋

南 四 ッ 居 ２ 丁 目

城
東
３
丁
目

城
東
４
丁
目

成 和 ２ 丁 目

上 北 野 ２ 丁 目

門 屋 町 １ 丁 目

（
）

）

成 和 １ 丁 目

竹 里 保 育 園

門屋１号線

（都

荒
川
公
園

荒川

）大 空 通 り

天 神 橋

円
山
３
号
線

（

南 四 ッ 居 ポ ン プ 場

八 幡 神 社

南 四 ッ 居 会 館

福
井
市
北
上
野
出
張
所

大 東 ２ 丁 目

南 四 ッ 居 町

浄 化 セ ン タ －

松
城
町

上 北 野 １ 丁 目

大 東 １ 丁 目

専 稲 寺

天
満
宮

く ん ど う 橋

三 井 橋

北
公
園

千 徳 橋

県
立
短
期
大
学

教
職
員
寮

上 北 野 橋

・ 福 井 線

都

（
）

大割橋

　
河
増
和
田
線

県 道 吉 野

円 山 公 民 館
福 井 市 円 山 出 張 所

河 原 小 橋

今 泉 橋

河 原 橋

県
立
短
期
大
学

教
職
員
寮

上 北 野 橋

・ 福 井 線

都

（
）

大割橋

　
河
増
和
田
線

県 道 吉 野

円 山 公 民 館
福 井 市 円 山 出 張 所

河 原 小 橋

今 泉 橋

河 原 橋

北橋 第 地 区２

・ 区水排屋 願 寺大町

区排 水北 ２ 次部 第

１ 地第北橋 区

第橋 北 １ 地 区

北 第

排

部

区北

次２

町 屋 ・ 大 区寺願 水

水

区

区分排北

水

橋

地２橋 第

区 ３

排

第

区地１第北橋

区水排寺願大・屋町

区分３第区水排北橋
区水排２第部東

東 部 第 ２ 排 水 区

第橋 北 １ 地 区

橋 北 第 １ 地 区

区

水

橋

排

第

水排 区

排 水 区分

部

１

排 区

２

部東 第 排１

北下 野

区地

東 第部

１

区水

橋 第北

区

水 区

区

区 第

第 ２

北

排橋 北

第 ３

北

区

橋

分

区水 分排 １

排

第 ２

区

下

東

北

水

橋

部 排

橋

第

区

水

分

３

北 野

分水 区

橋 区 ２

橋 排 第 分

橋 北 排 水 区 第 １ 分 区

区分１第区水排北

区排

区分３第区水排

区水排２第部東

１第部 区水排東

２第部 区水排東

第北橋 区地１

区地１橋 北 第第北橋 １ 地 区

橋 地１第北 区

福
公
園

県
営
福
井
運
動
公
園

陸
上
競
技
場

野
球
場

サ
ッ
カ
｜
・
ラ
グ
ビ
｜
場

補
助
球
場

渕
都
市
下
水
路

狐
川

プ
｜
ル

室
内

社
中
央
第
二
保
育
園

福
新
橋

公
園
中
橋

公
園
南
橋

公
園
北
橋

社
線

都

青
空
通
り

都

プ－ル

コ－ト

テニス

公園

東下野

公園

久喜津

桜公園

社中央公園

道守公園

公園

江守

テニスコ－ト

テニスコ－ト

補助競技場

グラウンド

福団地処理場

大気汚染監視測定装置
社観測局

社第一水源井

至
民
中
学
校

社中学校

社中央保育所

体育館

科学技術高校

常願寺

道守高校

めぐみ保育園

社西公民館

暁幼稚園

社西小学校

道守橋

道守橋

主
要
地
方
道
福
井
・
四
ヶ
浦
線 小山谷若杉線

）都（

）
（

福
井
清
水
線

）
都
（

）
（

主
要
地
方
道
福
井
・
朝
日
・
武
生
線

若杉町

福新町

運動公園２丁目

運動公園１丁目

東下野町

運動公園３丁目

渕町

加茂河原町

福町
門前町

（都）福井清水線

（
）

（都）西部緑道

（

）

（
）

社橋

若杉橋

児童会館

福町派出所

福井県

教育研究所
県立

青少年センタ－

福井市農協

足羽神社

市立

みどり図書館

特別養護老人ホ－ム

愛寿園

福町郵便局

福町町内公民館

（

（
）

（
）

）

（
）

都
　
社
北
線都

環
状
西
線

都
公
園
通
り

福
橋

渕
橋

福
井
県
情
報
処
理

教
育
セ
ン
タ
｜

福
井
分
院

出
雲
大
社

妙
国
寺

社
都
市
下
水
路

福
井
少
年
運
動
公
園

工
事
中

工
事
中

工
事
中

工
事
中

主
要
地
方
道
福
井
・
朝
日
・
武
生
線

足羽５丁目

福井郷土植物園

足羽山公園

足羽３丁目　

西木田５丁目

月見５丁目

小山谷町

足羽４丁目

西墓地公園

みのり郵便局

愛宕橋

弘法院大師堂

山奥神社　　　

三十三間堂藩射撃場跡

月見公園

山奥公園

福井忠霊場

カルチャ－パ－ク

足
羽
神
社

永
弘
院

足
羽
山
公
園
遊
園
地

八
幡
保
育
園

瑞
源
寺

ひ
ま
わ
り
保
育
園

薬
師
神
社

扇
要
寺

招
魂
社

足
羽
山
古
墳
群

福井
清水
線

門前町

山奥町

（都
）

みのり４丁目

妙
法
寺

専
隆
寺

月見４丁目

Ｎ
Ｈ
Ｋ
足
羽
山
テ
レ
ビ
放
送
所

）
（

福井新駅

（
 
）

板垣山
奥線

（都）

福井清水線（都）

自性院

妙源寺

本法寺

羽入観世音

藤島神社

赤十字血液センター

豊公民館

金刀比羅神社

木田町

月見３丁目

みのり３丁目

月見２丁目

月見町

足羽上町

都

西木田４丁目

西木田３丁目

春日１丁目

西木田１丁目

春日町　　

春日２丁目

毛矢３丁目

みのり２丁目

毛矢１丁目

毛矢２丁目

豊小学校

鹿
苑
第
二
保
育
園

徳
願
寺

持
寶
院

正
蔵
寺

宝
蔵
寺

八
幡
神
社

世
直
神
社

黒
竜
神
社

泰
清
寺

不
動
寺

稲
荷
堂

通
安
寺

白
山
神
社

浄
得
寺

稲
念
寺

福
井
赤
十
字

南
福
井
駅
福
井
車
掌
区

生
協
月
見
診
療
所

照
量
寺

月
見
広
場

足
羽
川

清
行
寺

弁
戝
天

秋
葉
神
社

専
照
寺

中
野
本
山

高
等
看
護
学
校

鹿
苑
保
育
園
　

泰
遠
寺

済
生
会
乳
児
院

長
慶
寺

信徳寺

教覚寺

春日神社

秋葉神社

足羽山公園

大和公園

みのり中央公民館

専光寺

日赤福井県支部

福井赤十字病院

稲荷神社

木田神社

南部保育園

福井保健所

福井商工会議所

豊公園

木
田
四
辻
駅

北
陸
本
線

Ｊ
Ｒ

Ｊ
Ｒ
貨
物
南
福
井
駅

教
重
寺

福
井
市
自
然
史
博
物
館

継
体
天
皇
陵

山
手
線

縁成襌寺

不動公園

毛矢公園

西木田郵便局

福
井
縦
貫
線

都

寿公園

日
・
武
生
線守町集落

改善センター

稲荷神社

大島産業

（

渕
都
市
下
水
路

下
江
守
町
農
村
公
園

ほ
場
整
備

（
ほ
場
整
備
工
事
中

集
会
所

渕
団
地

免越山

市営渕団地

センコー北陸支店

藤原運輸福井営業所

保養センター

福井簡易保険

春日神社

社８９号橋

お宮橋

渕中橋

西谷町

足羽山公園

白
山
神
社

八幡山広場

レ
レ

レ
レ

レ

レ

レ

レ

レ

区地２第南橋

橋 第南 ２ 区地

都

都

都

木
田
小
通
り
線

（
　
）

中
央
２
丁
目

北
陸
本
線

Ｊ
Ｒ

木
田
橋

荒
川
ポ
ン
プ
場

木
田
ポ
ン
プ
場

児
童
館

さ
ざ
ん
か

セ
ン
タ
｜

県
建
設
技
術

本
木
川

立
正
佼
成
会
福
井
協
会

生
活
改
善
セ
ン
タ
｜

板
垣
神
社

羽
水
高
線

（
　
）

南
部
１
号
線

（
 
）

木
田
保
育
園

木
田
町

八
幡
神
社

羽
水
高
通
り
線

）
都
（

南坂垣公園

足
羽
川

２号公園

東公園

春日公園

福井市営球場

板垣５丁目

荒

川

豊島１丁目

荒川水門

荒川排水機場

白髭神社

勝見１丁目

福井地方気象台

勝見２丁目

御幸１丁目

西板垣町

本木町

福井刑務所

福井市春日水防倉庫

春日１丁目

春日２丁目

春日郵便局

春日町

板垣山奥線

（都）

春日３丁目

幼稚園　

福井佼成

市水道一本木浄水場

板垣町

板垣１丁目

南部１号線（都）

木田１丁目

明倫中学校

木田小学校

明倫公園

木田小通り線
（都）

南部２号線（都）

板垣２丁目

板垣４丁目

県道東郷・福井線

板垣郵便局

木田操車場線
（都）

木田２丁目

木田３丁目

花堂東１丁目

福
井
東
郷
線

勝
見
公
園

板
垣
公
園

和
田
公
民
館

勝
見
保
育
園

和
田
小
学
校

板

垣

橋

県
道
徳
光
・
福
井
線

都

東

縦

貫

線

都

足

羽

橋

）
（

（

）

県道東郷
・福井線

足
羽川

国

道

８

号

西方東公園

和田公園

出作公園

下馬１丁目

下馬公園

木

田

用

水

　

６号公園

御幸２丁目

加
賀
線

・

主
要
地
方
道
福
井

御幸３丁目

みゆき店

マーケット

くみあい

御幸４丁目

市農協和田支所

西方郵便局

城
の

橋
線

（
都
）

勝見３丁目

西方１丁目
神明神社

県
道篠
尾・
出
作線

西方２丁目

和田１丁目

下
川
排
水路

県
道
勝
見
・
稲
津
線

板垣３丁目

馬垣町

和田２丁目

和田中１丁目

水防倉庫

福井市下馬

春日神社

下馬２丁目

南部２号線
（都）

（

問屋１号線
（

浄化センタ－

）都

和
田
排
水
機
場

和
田
八
幡
宮

和田保育園

和田２丁目

県
予
防
医
学
協
会

県
製
材
共
同
組
合

和田中１丁目

成和２丁目

御
幸
４
丁
目

繊
維
会
館

国
道
８
号

深町公園

成和１丁目

和
田
１
丁
目

渕
上
公
園

東
縦
貫
線

都

（

近畿地方建設局

）

和田３丁目

養仙寺

厳島神社

県
　
　
道
　
　
勝
　
　
見

足
羽
川

福井国道維持出張所

稲
　
　
津
　
　
線

問屋公園

汚
水
処
理
場

印
田
橋

荒川

河増町

花堂東二丁目
木田三丁目

花堂東一丁目

水 区分橋 第区 １排南

第

北橋

１

区水

地南橋

区１

区

水排

区分１

第 １ 地 区

北橋 第排

第部東

東 部 第 １ 区水排

経
田
保
育
園

喜
多
町
公
園

北
部
公
園

か
も
め
公
園

島
幼
稚
園

）

二 の 宮 ３ 丁 目

二 の 宮 ４ 丁 目

新 田 塚 町

経 田 ２ 丁 目

（都

）
（

）

福 井 大 学 教 育 学 部

福 井 大 学 教 育 学 部 附 属 小 学 校

福 井 大 学 教 育 学 部 附 属 中 学 校

幾 久 地 蔵 堂 線

（

二 の 宮 公 園

都
桜
橋
線

嶺
北
縦
貫
線

都

附 属 幼 稚 園

深

川
谷

大 瀬 町

福 井 線

二
光
橋

深 谷 橋

瀬
川

深 谷 町

三
郎
丸
町

福井工業大学グラウンド

金井学園

神明神社

第二体育館

大

足
羽
川

日
野
川

福井市
大瀬ポンプ場

三ッ屋町

底喰 川

新 川

赤 川

西 藤 南 部 揚 排 水 機 場

福井市境浄化センタ－

西 藤 島 小 学 校

県 立 三 郎 丸 公 舎

西 藤 島 保 育 園

天 満 宮 神 社

神 明 神 社

金 井 学 園 グ ラ ウ ン ド

三
郎
丸
公
園

祇
王
公
園

薬
師
公
園

太
田
公
園

小
鳩
公
園

大
瀬
町

菅 谷 公 園

三
郎
丸
２
丁
目

足
羽
川

光
明
寺
用
排
水

福 井 県 ブ ロ ッ ク 協 同 組 合

三
郎
丸
町

三 郎 丸 １ 丁 目

三
ツ
屋
１
丁
目

堀ノ宮町

豊
岡
２
丁
目

西 堀 町

菅 谷 １ 丁 目

文京７丁目

菅 谷 町

三 ッ 屋 ２ 丁 目

合 津 橋

三西橋

新 会 津 橋

集会所 金井学園

三 郎 丸 集 会 所

三
郎
丸
４
丁
目

大
瀬
橋

堀 ノ 宮 町 １ 丁 目

三 郎 丸 橋

新 境 橋

（
　
）

玉 川 橋

上 里 橋

境 橋

国 道

松岡菅谷線

４ １ ６

（
 
）

号

職 業 訓 練 セ ン タ ー

林 業 振 興 セ ン タ ー

日 光 保 育 園

Ａコープ日光店

組合マーケット

白山神社

乾 徳 橋

福井県環境保全

森 林 組 合

協 同 組 合

学園２丁目

文 京 ６ 丁 目

学園１丁目
花月５丁目

日 光 １ 丁 目

大 宮 ６ 丁 目

日 光 ２ 丁 目
乾 徳 ３ 丁 目 　

八ツ島町

二の宮５丁目

大宮４丁目

大 宮 ５ 丁 目

（ 都 ）

（都）

環状西線

文 京 ５ 丁 目

乾 徳 ４ 丁 目
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実施年度 延長（m）

令和9年度 日野川処理区 91,996.3



実施年度 延長（m）

令和10年度 境処理区 29,060.8

清水西部処理区 5,661.4

清水東部処理区 4,376.7

鷹巣・国見処理区 14,416.3

美山処理区 6,581.4

流域関連 19,607.7

計 79,704.3






